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アメリカ統計協会

プライバシーと秘匿性に関する特別委員会報告

１序論

Ａ目的と範囲

アメリカの社会と経済の規模か拡大し多様になるにつれて，より多くの種類の，そしてより

詳細な情報に対する強い必要性と需要が生じた。これらの需要によって，政府機関ならびに私

的機関による情報収集過程かふくんでいる個人のプライバシー，秘匿性（Confidentiality）

および情報の自由の問題に対する関心か高まった。

最近では，無数の論文や報告書，議会の公聴会，連邦諸委員会による研究，広範囲にわたる

法律の制定において，これらの問題に注意か払われている。関心かむけられているいくつかの

主な領域としては次のものかある。プライバシーに対する個人の固有の権利，政府諸機関に

よる計画，行政，政府の計画の評価及び政策形成目的のための情報の必要；秘匿情報の法律的

および物理的な安全；情報整理におけるコンピューターの容量と広範な利用；政府官吏，市民

あるいは研究者による情報へのアクセス（接近）の自由；医者一患者，科学者一課題の関係；

警察部門での情報システム；銀行，保険及び信用会社の記録にふくまれている個人情報；法廷

あるいは立法機関の召喚状に対するある部類の情報の免除，あるいは免除がないこと。

当該の問題に対して行なわれた協議と研究的試験の結果としていくつかの合意かひき出され

つつあると思われる。しかしなお多くの未解決の問題や解答の与えられていない疑問がある。

特に，全般的福祉を推進する中で，統計実践と能力を利用し統制する最良の方法は何かという

基本的問題かある。求められている最善の解決法に関して，しばしば対照的でありそしてとき

には矛盾する見地かある。また制定された種々の法律の中にはあいまいな点かあり，そして法

律相互間に矛盾がある。これらの理由によって，われわれの情報収集過程を管理．統制するため

のより効果的な枠組を開発するためには，当該の諸問題に関する継続的研究と評価を行なうこ

とか不可.久なのである。

連邦政府の情報収集のシステムと過程とはとりわけ規模が大きい。連邦統計情報システムが

全体的システムの小さいか，重要な一部をなしていることは案外知られていないかあるいは評

価されていない。連報報告法の下に現在承認番号を与えられている5,000に近い異なった反復
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的及び一時的報告のうち，統計報告は２６．１兜にすぎない。そして（報告の作成に要する人・

時間で測定した）調査報告書に対する負担の合計のうち，統計体系は１０．６妬をしめるにとど

まる｡(1)承認を受ける様式の大部分は,応用,他の行政的様式,記録を保持する手続きなどの

ような非統計的性格のものである。

現行法規及び法案は，情報の伝達およびプライバシーと秘匿性に関する他のアプローチや勧告

と同じく，その全体的な枠組みの一部分として統計システムをふくむ政府のすべての情報活動

をふくんでいる。法律そして施行規則は，情報システムのあらゆる部分を効率的に扱うために

制定されるのだか，それらの法律や規制がそのシステムの他の部分，とくに連邦統計システム

に対して意図しなかった制約を課したりあるいは逆の影響を与えるという問題かある。

これらの問題に応えて，アメリ統計協会会長レスクー，Ｒ，フランクル（LesterH

Frankel）は，１９７５年３月２６日にプライバシーと秘匿性に関する特別委員会を任命した。

この委員会に対して当初任務とされたことは次の点であった。

最近のいくつかの立法，報告及び法案は連邦政府の統計計画そしてさらに一般に，かなり

の影響を与えるかもしれない。１９７４年プライバシー法（公法９３－５７９），一般教育準

備法のパックレイ修正（４３８条），自動化個人データシステムに関するＨＥＷ（ｔｈｅ

ＤｅｐａｒｔｍｅｎｔｏｆＨｅａｌｔｈ，ＥｄｕｃａｔｉｏｎａｎｄＷｅｌｆａｒｅ；保健・教育・福祉省）長官

の諮問委員会の最近の報告「記録，コンピューター，市民の権利」（Ｒｅｃｏｒｄｓ，Computers，

ａｎｄｔｈｅＲｉｇｈｔｏｆＣｉｔｉｚｅｎｓ），およびこれらの実施のために考えられたりとられた

りしているいくつかの処理をふくめて，最近の処置と報告か，統計の上で意味する点を，委

員会は検討し評価すべきである。

また，委員会は，統計記録の秘匿性と提供（ｔｒａｎｓｆｅｒ）に関する管理予算局の現在の

提案を検討すべきである。委員会はこれら提案に統計専門家の注意をひきつけ，その意義に

関する討議を，統計専門家や関係する他のクループのメンバーの間で促進すべきである。ま

た，適当な公衆団体ならびに科学者団体の注意をこれらの問題にひきつけるために，ＡＳＡ

が基礎的にとるべき行動の見地と実行方法について論議をはじめるべきである。

当委員会は，問題処理にあたってすぐに自らの判断でいくつかの中心問題を認定し，正確に

叙述しようとした。委員会のこの報告は討議された諸問題を概説し，各問題領域における行動

に関する勧告を示している。認定された諸問題は注目に値するだけでなく，現在もっとも重要

と考えられるものである。

委員会の結論と勧告は次の区分で配列してある。

Ａ統計目的のデータ収集についての権限と制限
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Ｂ回答者への通知

Ｃ一般公衆への告知

，統計および研究目的のための提供

１．識別項（ｉｄｅｎｔｉｆｉｅｒ）を伴うデータの提供，ファイルマッチング（つき合わせ）

２．統計的要約及び識別項を伴わぬマイクロデータの引き渡し（ｒｅｌｅａｓｅ）

ａ社会保障番号の使用

Ｅ秘匿性の保護

Ｐ情報の自由法の適用除外

委員会が注意を払った一般的諸要因のうち，二つの要因がとりわけ重要である。第一は，各

人のプライバシーに関する基本的権利と，現在の社会の大きさと特徴とを認定し測定するため

に情報を獲得する社会的必要との間に，バランスをとることの必要である。第二は，行政目的

のために集められたデータと統計および研究目的のためにだけ集められたデータとを明確に区

別する必要である。この区分は基本的なものであって，国会議員，政府および私的機関，マス

メディア，公衆一般にもっと広く理解されまた受けとめられなければならない。委員会はこれ

らの一般的諸要因を非常に深く論議する時間を充分はもたなかった。しかし，連邦統計システ

ムに関する限り，それら諸要因はプライバシーと秘匿性の問題を理解し，取扱うときに，重要

なかなめになるものである。

Ｂ社会の「知る必要」

連邦政府か作成する情報は，政府自身をふくめて多くの公衆が必要としている。しかし情報

の必要の主張によって，自動的に情報の収集か正当化されるわけでない。データを収集する前

に，調査に責任をもつ機関がその職務,事業基本的使命を遂行するうえでそれらデータが必要

であることが明確に認められなければならない。連邦統計機関の場合には，適当な帝|I定法によ

る権限か必要である。

近年，新たな追加的な統計情報の収集を委任したり，あるいは政府の特定計画の実施のため

又は補助金計画に対する要請の適格性を決定する際に，既存の情報の利用を要求したりする法

律か非常に多く議会で可決されている。これらの例において，議会は立法を通じて，政府の

「知る必要」という特殊な領域を確認している。したがって適当な連邦統計機関は統計情報に

対するこれらの要求に応える義務をもっている。

個人の基本的なプライバシー権と社会の知る必要との間に適当なバランスをとるという問題
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には幾つかの次元がある。連邦統計機関は，法律の認めるデータ収集機能を遂行する際に，最

初に回答者に対して秘匿性を保障したときでも，個人を識別できる形でその同じテータヘさらに

アクセスしたいとする不当な要求に出合う。特定の機関の間で当該機関か同意した目的のため

に，既存の記録を利用し，そして記録を一定限提供することの費用からみた効率性，正確性，

適時性及び便宜性と，そのような提供がひき起こしうるプライバシーの何らかの追加的危険と

の間にバランスがとられるべきである。特定項目の情報を収集することの必要性は，期待され

る社会的禾唾とコストの比率の検討につねに従うべきである。

連邦政府による統計情報の収集は国の創立以来行なわれてきた。統計情報の収集が，適法的

な公共的目的に奉仕し，不当にプライバシーを侵害したり，不当に強制的であったり負担をか

げたりせず，秘匿性の点で適切な保護を与える意図をもつことを保証するためにα種右の時期に，

法律か制定されその他の機構か設立された。これらのうちいくつかの目標は，既存の法律や規

制においては不充分にしか達成されない。委員会はこれらの見地のすべてを考察し評価しよう

とはせず，主としてプライバシーと秘匿性に注目した。

Ｃ行政的な個別処理（ＣａＢｅ－ｎｃｔｉｏｎ）目的と統計諸目的

行政記録は，一個人あるいは他の単位に対して行動をとるか又はその行動を統制する目的で

収集ざれ保持されている。この行動とは，許可，登録，検査，保証，訓練，規制，調達，

診断，処理，処罰，支払いあるいはその他の利益あるいは刑罰の伝達などの機能である。行政

記録はしばしば個人にとっては価値をもち，通常民主的社会では一般的な福祉を促進するため

に必要とされてきている。しかしながら，プライバシーと秘匿性に関する懸念のもとが,これら

の同じ行政記録とそのありうる利用なのである。個人あるいは報告体は，そういった記録か不

正確な情報をふくんでいて不適当な行動を導きうること，彼について知られていない方がよい

何事かか発見されること，あるいは彼についての何らかの望ましくない行動がこの記録に基い

て起こされることを心配するのである

これと対照的に，統計記録は全くちかった目的をもつ。統計目的は一般的知識をふやすこと，

すなわち，人またはその他の単位の集合の大きさ，諸傾向および諸関係を知ることである。統

計記録とその内容の個人識別はデータを集め合計する者以外のすべての者に対して秘匿され

る。個人の記録は，統計的集計値，平均値，関係の諸測度に対してこの記録か貢献することに

よる以外は，その個人に影響するどんな行動を決定するためにも使用されない。統計分析の本

質は，まさに統計を構成している個々の単位の素性をとりあげないことにある。個人は統計シ

４－



ステムの産物においては識別されるべきではない。

統計目的と統計活動は，今述べた点，すなわち個人は統計処理の産物においては識別されえ

ないということに焦点をあてると理解できる。統計処理に投入するものは殆んどいつでも，

当初は個別的に識別可能な要素からなる。稀な例外として，個人データか，それを特定の人物

あるいは単位と結びつける何らかの手がかりを取り去ったある特殊なデータとして，統計処理

の間，識別され続けることかある。しばしば，この処理の期間に，限られた人数の統計スタッ

フが，限られた時間そのような手がかりあるいは通路へのアクセスを利用しうることが必

要である。そのようなアクセスは，例えば，相違を正したり，品質管理を保持したり，重複を

避けたり，二つの統計ファイルを合併したり，一つのサンプルファイルから補足的な統計情報

をえたりするために必要なのである。適当なシステムの中では，そのような限られたアクセス

のできる統計スタッフは，このシステムの外部に識別可能な情報をもらすことを禁じられ，も

らしたときには刑罰に処せられる。いずれにせよデータにおける個人の識別可能性はこのシス

テムの中にとどまる。統計処理への投入,物は行政記録でありうる。統計処理の中では，この記

録は匿名であり，統計的産物においても匿名のままである。

２プライバシーに関連する立法と連邦機関の経験

Ａ背景

幾多の最近の法律が政府の統計計画とデータの収集一般に影響を与えているので，委員会は，

それらの法律や規則が，統計情報システムに対して実施されるときの意味を検討するよう求め

られた。さらに，委員会は秘匿性や統計記録の提供に関して提案された新しい規制や制定され

そうな新立法を調べ，そういった諸提案に対し，統計界が注意を払い全般的に考察するようは

からうことを求められた。

本章は関連する法律の検討と統計制度へのその影響を調べることにあてられる。情報を組織

的にうるために’委員会は統計計画をもっている２５の政府機関に手紙を送り，われわれの調

査に回答し，進展にそくしてわれわれを助けることのできる連絡員を指定してくれるよう依頼

した。１５の機関が連絡員を指定し，そのうち１２人かわれわれの質問に対して何らかの形で

回答をよせた。

われわれの第１回の調査の時（１９７５年９月）には，多くの機関がプライバシー法の結果と
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して何らの問題も生じてないと考えていた。本章は基本的にはわれわれの質問に対する機関か

らの回答と機関との一層の討議にもとづいているが，さらにわれわれは回答をよせた機関だけ

でなく他の機関に対して新しい法律によっておこりうる影響についてもふれる。

立法とわれわれの調査の結果を要約する前に，質問を略述するのが有効であろう。われわれ

は特に各機関から次の回答を求めた。

１．プライバシー，秘匿性及びデータの種々の形での開示に関する制定法，規制及び政策の背

景についての情報，

２．種々の法律かその機関の統計活動に与えている影響に関する全般的な陳述，

３．回答率，データの質，回答の適時性及び計画費用への新しい法律の影響に関する特定の量

的情報，

４．新しい制限のために停止されるかもしれない計画と政策あるいはそのいずれかの確認

５．審理中の法令によってひきおこされうる何らかの問題についての叙述，

Oこの委員会にとっての有益なその機関の他の何らかの情報

われわれは，協力してくれる機関に，特定のデータあるいは事件の直接的引用を彼らが制限

してよいと約束した。殆んどの報告は，どの情報にも「機密」あるいは「部外秘」の指定をし

なかつ犬幼:，いくつかの'情報はその指定を受けた。当然，ここではそれらの部分については広い

含意だけを用いる。われわれは協力機関と連絡員に対してその援助を感謝する。さらに，他の

政府統計家はこれらの問題について委員会の種々のメンバーと討議してくれた。彼らにもその

情報と援助に関して感謝するものである。

プライバシー法か実施されてからまだ間ｻﾞもないのでiかなりの報告は実際の問題よりも可能性

について述べている。われわれはそれらの問題が現実化したかどうかを追跡しようとしたのだ

が,指摘されたおこりうる問題をすべて追跡することはできなかった。したかって，この報告は，

準備的報告であり，意味をもつ新しい情報がえらたときに更新されるものとみなさるべきである。

Ｂ連邦報告法

ＡＳＡの委員会は連邦報告法を検討する任務を負ってはいないのだが,この法律は管理予算

局長に対して，連邦機関が公衆から集めた情報の収集について，いくつかの例外はあるが，広

い権限の行使を許しているので，ふれることが適当である。独立の規制機関は別に合衆国会計

検査院長官の権限の下におかれている。会計検査院の権限は１９７３年のトランス゛アラスカ・

パイプライン許可法で認められた。情報の秘匿性に開係する連邦報告法の条文について以下論
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じよう。

データの提供

連邦報告法３５０８条は－機関から他機関へのデータの提供を扱っている。３５０８条@)は，あ

る連邦機関が秘扱いでえたデータを他の機関に提供する場合には，データを受領する機関の雇

員は最初の機関の雇員と同じ法律の条文に従い開示に対する同じ罰則をうけるものとしている。

３５０８条(b)は，－機関が収集した情報は，次の４つの条件のうちのいずれかにかなうなら，他

の機関に対して貸出（release）されうるとしている。すなわち

ａその情報か統計的な合計又は要約の形の場合

ｂその情報の収集の際に秘扱いすることを言明しなかったとき，

ｃ情報提出者かその提供に用意するとき，または

。データの貸出しをうける機関がそのようなデータを集める強制的権限をもっている場合，

これら４つの条件のうち，第１の条件は実際には不必要なものである。というのは要約データ

はすべての機関の間で自由に交換されているからである。他の３つの条件は連邦統計制度にあ

てはまることはわずかなのでｂ諸I機関の間でのデータの提供が特にこの法律に規定されることは

まれであった。実際に，独立規制機関の場合には，第４の条件をしいることにはわずかしか成

功しなかったので，会計検査院長官か現在の実践を調査し，機関の実践と議会の立法との両面で

の大きな変更を勧告することになった。（２）

会計検査院長官か勧告した変更は，トランス・アラスカ・パイプライン許可法によって独立規

制機関力連邦報告法の権限の下から移動したことにかんがみて引き出されたものである。アメ

リカ合衆国法典第４４編３５章（４４ＵＳＯＣｈａｐｔｅｒ３５）につけ加えられた新たな3512条

は，すでに一つの連邦機関がファイルしている情報を収集するという不必要な重複を少なくす

ることを要求し，種々の調査への回答を求められている企業その他の協力負担を最小限にする

ことを追求している。報告の負担を軽くするために記録の提供を効果的に利用することは，秘

匿の実行と調査の回答の両方に影響する重要な問題である。調査様式を会計検査院長官が許可

するときには,この情報は現在他の連邦機関から入手できないという彼の結論が必要とされる83）

多くの記録提供はこの条項の下に行なわれており，そのうちの多くは秘匿性の保証なしのもの

である。その他の場合には，提供は，提供後にも以前にそのデータに与えられていたと同じ保

護を保証するという３５０８条(a）にもとづいている。

連邦報告法と他の立法との関係

との論題は管理予算局の回状Ａ－４０の付論Ａの第１５条で論じられている。第１５条によ
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って，この１５条にふくまれている付論は，個人あるいは法人の責任を定めず，情報の自由法あ

るいはプライバシー法の下での連邦機関の責任を定めてはいないことがわかる。諸機関は，収

集様式の承認を要求する申立ての中に，情報の自由法及びプライバシー法の適当な条文に従う

という声明をふくまなければならない。

Ｃプライバシー法

１９７４年プライバシー法は,個女人か自分に関するどの記録を政府機関が収集し’保有し,

使用し，配布するかを決定でき，人向は自分の記録を正すことができ，そしてある目的のため

に収集した記録を同意なしに他の目的に使用させないことができるよう意図したものである。

しかしながら，この法は個人の同意なしのデータの開示をいくつか(4)許し，データシステムの

範囲と告知についての規則を述べている。この法律の市碇に向けての起動力の大部分は，統計

データというよりは，行政記録の不適当な利用から生じているのだが，その基本的条項はいず

れに対しても適用される。本節はプライバシー法のいくつかの条項の統計への影響にあてられを

範囲の問題

プライバシー法の第552ａ条(a)はどのような種類のデータ収集及び記録保持の活動がこの法の

条項に従うのかを定めるために，「個人」「記録」，「記録システム」などの語の定義を与

えている。第５５２ａ条（、）は連邦機関の受託業者（Ｃｏｎｔｒａｃｔｏｒｓ）の運用する記録システ

ムがどのような条件の下におかれるかを述べている。

両条文の一層の明細は，ＯＭＢ（ＯｆｆｉｃｅｏｆＭａｎａｇｅｍｅｎｔａｎｄＢｕｄｇｅｔ；管理予算局）

のガイドラインに示された。それにもかかわらず，承認に責任をもつ機関の官吏の間には，諸

機関のために受託業者か行なう調査はどのような条件の下でプライバシー法に従うべきなのか

に関して，かなり不明確な点かある。

１９７６年５月にＨＥＷの顧問会議は次の結論に達した。

「………受託業者かその契約を実施するために記録システムを創ることが必要となるとし

ても，受託業者かＨＥＷの契約した機関に対して統計その他の報告を提出することだけを求

めているＨＥＷの研究や他の契約には,１９７４年プライバシー法の要請は適用されない｡｣(5)

かくして例えば，受託業者かＨＥＷ機関のために個人の標本調査を行うか，ＨＥＷに対して識

別しうる記録を引き渡さないときには，この調査はプライバシー法のどの要請をも受けない。

このメモはＨＥＷの契約官吏に対して，適当な場合には，「記録の秘匿性とこの記録で識別され
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る個人のプライバシーとを守るための条項を｣(6)契約にふくめることを促している。その他の

機関は，ＨＥＷの指導に服しており，また識別しうる記録がその機関に渡されない限りにおいて，

契約調査をプライバシー法の要請から免除している。

プライバシー法の適用範囲がはっきりとしない特殊な条項は第５５２ａ条巾)(5)である。これ

は同意なしの記録の開示を次の場合について許している，すなわち，

記録の受領者が，その記録を専ら統計研究又は報告記録として用いることと個人を識別で

きない形で提供することを,適切な書面による保証であらかじめ機関に提出する場合。

この条項は内部的に矛盾している。というのは「記録」は，はじめは，あるタイプの識別項

をふくんだ情報の－項目あるいは収集されたもの，として定義されているからである。したが

って，この条項か，「公共的利用」のマイクロデータファイル，すなわち識別項が取除かれた

個人記録のテープファイルと個人情報の開示を防ぐために必要と考えられる限度まで伏せられ

た他のデータ，の提供に対して適用することを意図したものかどうかは不明確である。ＯＭＢ

のガイドラインと立法経過をみても本質的に明らかではない。

もちろん，マイクロデータファイルの将来の受領者の殆んどから，第５５２ａ条(b)(5)の要

求する誓約をうることは，諸機関にとってほとんど困難でなかろう。委員会は，そのような誓

約の違反によって，受領者が例えば第５５２ａ条（i)(3)にうたわれる罰にとわれることになる

かどうかについては，当局の情報を受け取っていない。第５５２ａ条(b)(5)の下でのマイクロ

データの開示については第５５２ａ条（c）で要求されているとうり機関が記録しなければならな

いｏ

プライバシー法が施行される以前には，研究および統計目的のためにそのような公共利用フ

ァイルを貸出した主要機関は，ファイルの入手と使用そして個人記録の起こりうる識別からの

保護に関して様々の政策をとっていた。そのようなファイルの受領者に対して，552.ａ条(b）

（５）で要求されている形の事前の書面による誓約の提出を統一的に要求した機関はなかった。

委員会か判断しうるかぎりでは，これまでのところ機関の政策には大きな変化はない。ただか

なりの機関が，彼らの公共的利用ファイルの内容によって特定個人を識別できないのは充分確

かであるのかを注意深く検討するよう指示している。

最近公刊されたプライバシー法のマニニアルは(7)，第552ａ条(b)(5)とＯＭＢのガイドラ

インの関連部分を論じており，プライバシー法の記録システムからひきだされるマイクロデー

タファイルについての条項の下では，いかなる貸出しに関しても，記録からは個人の識別項を

除去すべきであるだけでなく，記録を提出する機関は，個人の識別を，種々の統計記録の結

合によっても，公的記録または他の利用可能な情報源の参照によっても理論上では導き出しえ
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ないということをも保証しなければならないという立場にたっている。もしこれらすべての諸

条件がみたされるなら，ファイルの利用を制限する何らかの種類の誓約を受領者からうけとる

ことか必要だとする理由は明らかではない。また情報の自由法によって要求されるときには，こ

れらすべての要請を満たす既存のファイルも貸出されるべきことも議論になりえよう。

委員会は，現在制限なしで利用できるいくつかのフイク亡データファイルは，前節でふれた

第二の要求，すなわちファイルに記録されている個人について明確に識別することはそのこと

に努力した利用者でもできないことが理論的に明らかであるべきという要求，をみたさないと

考える。このことは，とくに，人とにある部分の全員の記録をふくむファイル，又はそのファイ

ルにふくまれている各個人に関するむしろ適度に詳細な地理的又は制度的な識別を伴う，人々

及び詳細な金融情報をたくさん提供するファイル，についていえる。

公衆への告知

プライバシー法の(e)(4)は，各記録システムに関する告知か少くとも年に一度連邦公示録

（ＦｅｄｅｒａｌＲｅｇｉｓｔｅｒ）に公的に告知されることを求めている｡(8)この要求には除外規定

はない。ＯＭＢのガイドラインの下では，新しいシステム及び既存のシステムへの重要な追加

|為ＯＭＢと議会への適切な告知の提出後６０日の待ち期間を経てはじめて効力をもつ。

プライバシー法の第５５２ａ条(f）に続いて，１９７５年７月１日に発表されたＯＭＢの回状

苑Ａ－１０８は，調達局長か「１９７５年１１月３０日より以前に，そしてそれ以後は

毎年，機関の規則と告知の解説書を作成して公表し，公衆かその出版物を低価格で利用できる

ようにする」ことを要求している。最初のそのような解説書は，「プライバシーに関するあな

たの権利の保護」（ＰｒｏｔｅｃｔｉｎｇＹｏｕｒＲｉｇｈｔｔｏＰｒｉｖａｃｙ）（５ドル）と題して，発行

日は示されてはいないが，連邦公示録局によれば１９７６年２月１３日に発行された。それは

１９７５年１０月１９日までに連邦公示録に掲載された記録告知のすべての体系のダイジェスト

をふくんでいる。各告知のダイジェストは三つの項目をふくむ。すなわち，

・システムの名前，

・記録か保持されている個人の区分，

・人が自分に関する情報をふくむ記録システムについての情報を人手できる場所。

さらに公示された完全な記録システムの告知か連邦公示録に掲載された場所（発行日とペー

ジ）を示すインデクスが，機関ごとにある。

要求されたシステムの告知の年次的更新は１９７６年９月にはじまる連邦公示録に公表された。

1976年１１月で,すべての機関の告知かほぼ公表された。連邦公示録局は１９７７年のはじめに
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機関の規制とシステムの告知との両方をふくむ新しい解説書を発干|Ｉする予定である

年次的更新の間に，その告知か連邦公示録に発表される新しい記録システムあるいは既存の

システム変更についての情報をうる手近かな方法はない。ある特定のシステムの記録の内容や

そのシステムの定型的利用などについて，あるいは特定機関か公表するシステムについて，よ

り詳細を知ろうとする者は，連邦公示録について注意深く調べるかあるいはその情報について

機関に連絡するかしなければならないだろう。

委員会は，いくつかのシステム告知で公表した情報に関する公衆の問合わせを，いくつかの

機関か受け入れていることを知った。これらの質問は，個人の計画記録が他の機関から

の記録と統計目的のためにつき合わされるときに，各人から同意をえたかどうか，他の機関か，

追跡的研究のために何らかの型の識別しうる記録を利用しうるのはどのような状況の下でなの

か，といった点に向けられている。

告知手続き

プライバシー法の第５５２ａ条(e)(3）は，記録システムに情報を提出することを求められた

人が次の諸点について通知されるべきとしている，すなわち

．その情報を求めている機関

・回答は強制的か任意的か

・情報か利用される主要諸目的

８「定型的利用」すなわち，その情報についてなされる開示

・要求された情報のすべて又は－部を提出しないことによる個人への影響

この要求によって生じる作業上の意味と倫理的な問題は，（a）センサスやサーヴェイのよう

に統計目的でだけ集められるデータと，（b）はじめは計画あるいは行政目的で集められ,次いで

統計あるいは研究目的に用いられるラータ，とでは本質的にちかう。われわれはこれら二つのケ

ースについて別々に述べよう。

（ａ）統計的目的のためだけに集められるデータプライバシー法の告知手続きに従うことに

よって，任意的調査の際の回答者の協力はかなり低下することになろうとの見解を多くの人か

表明した。いまのところ，委員会に回答してきた機関はどこも，この点で困難な問題か生じた

とはいっていない。回答拒否率のわずかの増大かセンツース局の人口動態調査，健康面接調査，

医療健康調査で観察されている。このうちの後二つの調査はＨＥＷ機関のためにセンサス局か

行っている調査である。しかしながら，これら調査の回答率はどんな基準からみてもなお高い。

主要な調査において，何ら有意の影響かないのは，一つには(e)(3)の大部分の要求が,プラ
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イパシー法か施行されたときにすでに満たされていた事実に由来している。例えば,調査か任

意的であることの明確な声明は，１９７３年以降のセンサス局の指導する調査においておきまり

の手続きとなった。この政策の採用に先立ってのテストによれば，調査が任意的性格であると

いうはっきりとした声明を封書にふくめたときには，自分で記入する調査票の最

初の郵送への回答には５パーセントほどの低下かあった。一連の郵送連絡と人的なフォ

ローアップの後の全体的な回答率は，両方のテスト部分についてほぼ同じであっﾌﾟt二゜したかっ

て，声明をふくめることの純粋な結果は，所期の回答率を達成するために費用がころあいの増

加をみたことだといえる｡

社会保障局はプライバシー法の施行日の直前に行なわれた小規模のテストについて報告して

きた。このテストでは，プライバシー法の要求よりも拡張して，電話によるインタビューで情

報を求められている人に対しても告知声明か行なわれたのだが，結果として，協力度はかなり

低下した。この低下は，基本的に(主この声明についてプライバシー法の見解か'最初の修正権の

実行に関係する調査の質問に特にふれるべきとしている点に帰される。主な調査への回

答には大きな減少はないが，よりむずかしい問題か今後生じるかもしれない。

統計データの用途は大変多様であり，その多くは前以ては知られていないので，統計の用途

を簡単な声明において叙述するのは本来的に不可能である。それにもかかわらず’委員会は,

現住用いられているいくつかの告知声明は，（e)(3)の要請の合理的解釈と相容れないことを

,c配している。非統計的目的の調査データへのアクセスを拒否する充分な制定法の権限をもた

ないいくつかの機関は，彼らの告知声明において，その事実を知らせようとしていない。また,

用途についての声明はしばしば，公共的用途のマイクロデータファイル（名前や住所などの識

Ｂｉ｣項を消去した個人記録）の貸出しとは，そのような貸出しか実際に行なわれた場合に矛盾す

る形で言いあらわされている。

いくつかの機関は調査情報を補足するためまたはその正確性を検討するために，内部的に利

用可能な行政データからか，あるいは同じ個人の調査への回答データをもつ他機関から

データをうる。調査への回答者は一般に，この種のつき合わせの研究計画を特別な言い方では

知らされはしない。ときにはそのような告知を用意することは不可能であるか，このプロセス

はなお統計的なのであって，個人についての開示を伴ってはいない。

同様に，告知声明にすべての定型的利用についての情報をふくめるという要請も，その声明

にこみいった資料をふくめ，この資料は，回答者の利益の保護については,あるとしてもわず

かしか影響を与えず，しかも回答者に情報の提供をし③うちよさせることになりがちであると

いう意味でやっかいである。かくして，もし受託業者か識別項を伴った調査データを，依頼機
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関と同じ秘匿性条項の下に処理することになっているなら，受託業者へのデータの提供に関す

る定型的利用の声明もふくめられなければならない｡(9)ＨＥＷは，保健統計センターが保持し

ているシステムだけを除いて，すべての記録システムについて，「個人の要求によってなされ

る議会事務局からの質問への回答において，個人の記録か議会事務局に対して開示されるかも

しれない」という定型的利用の告知を用意すべきことを要求した。この定型的利用は明らかに，

個人の利益をはかろうとしているのだが，調査のための(e）（３）による告知声明にそれをふく

めることによって，たぶん回答者の誤解をうけけて，調査への参加の拒否の増加をもたらすで

あろう。統計調査からの個人データが個人あるいは彼の議員にとって有益であるということは

この状況の下ではありそうにない。明らかに，この定型的利用の内容は，議員･がその選挙母体

を援助しようとする際に行政記録をよりたやすく利用できるものとすることだからである。

（ｂ）当初行政的目的て集められ，次いで統計目的に用いられるデータ委員会は，告知に対

するプライバシー法のアプローチは，行政記録の統計的利用に適用されるので，これとの関連

でいくつかの観察を行っている。すなわち，

，、計画目的のために情報を提供している人にとっては，強制的か任意的かの区別はしば

しば意味がない。その情報が法律によって要求されていないところでも，情報を提供しなけ

れば，重大な利益の損失という結果になるようである。この脈絡においては，任意的という

語の使用は適切ではない。おそらく問題は，種々の条件を，まさに二つの語一強制的と任

意的一で扱おうと企てることからくるのであろう。

２．統計目的のための利用と開示を充分詳細に規定しようとすれば，長くかつ複雑な声明

が必要となるであろう。次の例が示すように個人か提供したデータの統計的利用を叙述する

に際しては，相異なる機関か相異なるアプローチをとってきこ。

社会保障局は給付α請求や他の処理との関連で，情報を提供する人に対し，用途と起り

うる開示,－そのいくつかか統計的目的のためのものであるが－についての包括的リストを

ふくんだパンフレット（ＦｏｒｍＳＳＡ－５０００）を利用できるようにしている。しかしなが

ら，社会保障番号を申し込む人（いくつかの場合には，これは子供のために申し込む親であ

る）には，もっと短かな声明（ＤＨＥＷｐｕｂｌｉｃａｔｉｏｎＮｏ，（ＳＳＡ）７６－１００３４）が

与えられる。これは研究目的へのこの情報の利用については大まかに言及しているだけであ

る。しかしながらより短かなこの声明は，より詳細な情報を求めている人に対して，Ｆｏｒｍ

ＳＳＡ－５０００を利用できることを述べている。

内国税収入局（ＩＲＳ；ＩｎｔｅｒｎａｌＲｅｖｅｎｕｅＳｅｒｖｉｃｅ）は，その「プライバシー法による

告知」に，１９７５年の連邦所得税の申告書をふくめており，納税者が提供する情報の統計的
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用途については唯一つ，すなわち，住居についての情報は「税の割当てと他のセンサス目的

のために」センサス局に提出されることについてだけ明白に述べている。しかしながら，

この声明に定型的利用をリストするとすれば，「他の連邦機関」に対する開示をふくむこと

になり，これは明らかに広汎な種類の記録提供を充分にふくむことは明らかである。

３．時がたつにつれて行政データを統計目的に利用する新しい可能性があらわれてきそう

である。このような新しい利用は望ましいことであり，この情報を非統計的目的に利用する

ことを完全に防ぐという条件のもとで行なわれてよい。しかし，機関か新しい利用をふくめ

てプライバシー法の告知声明をまじめに最新のものにするとしても，前以て情報を提出した

人は，新しい利用については直接通知されないだろう。情報を前以て提供した個人と特定の

同意をうるためかあるいは新しい利用を通知するためかのいずれかで接触することは，実際

的にも経済的にもしばしば実行不可能である。

４．ある場合には，引続いて利用され統計目的で他機関に開示される情報は，第三者によ

って提出される。例えば，社会保障局に雇用主から提出される個人の収入についての情報が

そうである。このような場合には，対象となっている個々人へ告知する方法はほとんどない。

社会保障局の収入の情報の場合には，個均人への告知は，社会保障番号への申込み－これ

は個人が未成年者であるときあるいはむしろ未成年者としての個人のためにしばしば行なわ

れるのだが－の時点にだけなされる。

開示あるいは提供

プライバシー法の５５２ａ条(b)は，機関か記録システムからの情報を，対象たる個々人の書

面による同意なしに開示してよい１１の条件をリストしている。これらの条件は寛容なもので

ある。どんな機関も，情報の自由法によるかあるいは召喚状のような手続きをふんだ強制

命令によって開示を求められるのでなければ，これらの条件によっては，情報の開示を要求さ

れない。プライバシー法のもとで許可されるいくつかの開示は，他の市１k定法や規制で禁止され

るかもしれない。

諸機関は，統計及び研究目的のために識別項を伴った個人記録を提供する施策に及ぼす新し

い法令の効果について報告を求められた。ただ一つの機関だけか研究及び統計目的のための提

供をすべて停止すると委員会に伝えてきた。社会保障局はもはや，州の失業保険機関に対して

社会保障番号を伴った継続職歴標本のマイクロデータファイルを貸出さない。社会保障局（Ｓ

ＳＡ）はまた，大学研究者が集めた調査データをふくんでいてＳＳＡの収入データと合体した

(個人の巖錫|順ではない)ｹｰｽナンバーを載せていたファイルを，大学研究者クループが使用できるとして
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いた手続を停止した。これらの提供の停止はプライバシー法にいう定型的利用の定義には入ら

ないという政策的判断にもとづいていた。提供の再開については現在検討中である。

委員会は，ＩＲＳが追跡的研究を行っている資格のある研究者に対して行っていた住所録サ

ーヴィスを，プライバシー法にもとづいて停止したことを最近知った。連邦レベルでは，ＩＲ

Ｓの記録土合衆国国民と住民全体の大部分に関する現住所情報の最善の源泉となる可能性を

もっている。この源泉を失うならば，研究者がその現住所を知らない個人のグループに関

する疫学的追跡研究のコストが増大することは疑いない。

統計目的の開示がプライバシー法の見地から停止あるいは拒否されることについてこれ以上

の情報かないということは，例か他にないことを必ずしも意味しない。委員会に報告を寄せた

諸機関は，研究及び統計目的に対して潜在的価値をもつ記録を保有している連邦機関をすべて

ふくんではいない。開示への要求はしばしば非公式の基準にもとづいて拒否されるし，公式に

拒否された要求に関する体系的な記録はない。

プライバシー法は統計及び研究目的のための同意なしの開示を三種類だけ規定している，す

なわち，

・行政機関内部の職員に対して彼らの職務遂行上必要なとき，

・センサス局に対して，その権限ある統計目的のために，

、情報か最初に収集された目的と合致すると規定される定型的利用に対して，

この「合致する」という語の解釈に大きくかかわって，有益な調査研究のためのいくつかの開

示か，この一連の選択によって不可能になるかもしれないことに委員会は気づいている。

委員会はまた統計目的のために個人を識月Ｉしうる記録の提供にふれるとき「開示｣(disclosure）

という語を利用することを心配した。開示という語はこのこと以上の意味をもっている。この

理由によって，われわれは開示をプライバシー法の特定の条項を論じるときにだけ用いてきた。

他の所ではわれわれは統計利用のための提供を「提供」（ｔｒａｎｓｆｅｒｓ）と言う。

センサス記録にかかわる突き合わせ研究は「センサス代理人」（Ｃｅｎｓｕｓａｇｅｎｔ）の指定

手続きを利用すると容易になる。この条項は，開示についての制限とすべてのセンサス従事者に適

用される違反の罰則とに従うものと,他の機関や組織の職員が，センサスの調査票に近づくことを

許している。この条項の使用は，センサス局の計画，センサス局と他の機関か共同して行なう業務

及び弁済しうる基準にもとづいて他の機関のためにセンサス局か行う諸計画に限られている。

一般分野での開示についての一つの困難な問題は，調査からの識別可能な記録を会計検査院

（ＧＡＯ）に対して開示するという問題である。ＧＡＯは連邦諸機関と連邦の受託業者の活動

に対する監視に広く責任を負っている。ある調査受託業者かＧＡＯの職員が，標本を選出するの
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に用いた手続きを検討できるように，マンパワー訓練者の標本の名前をＧＡＯか利用できるよ

うにした例かある。ＧＡＯに対するそのような開示はプライバシー法の５５２ａ条(bX10)の下

に許されている。

アクセス

プライバシー法の５５２ａ条(d)は，イ固人に対して記録ジステムに含まれている自分に関する

情報を検査しあるいはコピーする権利を与えている。この要請の除外規定は，５５２ａ条(k)(4)

に「制定法によって専ら統計目的に保有及び利用されるよう要求されている」記録システムに

ついて与えられている。

専ら統計目的で用いることを意図した多くの記録システムは，制定法ではそういった目的に

限られておらず，したがって(k)(4)にいう適用除外の資格を得るものでない。いくつかの

機関は，そういった記録システムへのアクセスを求める個人に応じる作業が，これらのシステム

の通常の統計的利用を基本的に妨げるであろうという怖れを表明した。しかしながら，委員会

に報告をよせた連邦機関の中にはそういった記録に対する相当数の要求をうけとっている機関

はなく，このことか問題であることは未だ証明されていない。いくつかの機関は，起りうるア

クセスへのどんな要求にも速かに応じるために必要なシステムの修正にかなりの資金等を投じ

た｡

許可要請

プライバシー法，関連するＯＭＢのガイトライン及び機関の規則は，記録システムの倉１１設に

対して，ならびに統計及び研究目的のための提供を許す定型的利用の創設をふくむ現存システ

ムの修正に対して，詳細な許可の必要を課している。新しいシステムか作業可能になる前（例

えば，調査においてデータか収集されうる前）に二カ月の待期期間を求めるこれらの新しい要求

は，連邦機関が新しい調査を適時にはじめる力をいちじるしく妨げると－機関は考えている。

このことは特殊な必要に応えるように企画された特別調査についてとくにいえるであろう。

Ｄパックレイ修正

１９７４年家族の教育上の権利とプライバシーにかんする法律（一般的教育準備法第４３４条，

２０ＵＳＣ１２３２ｇ）は，地方と州の教育機関に対して親と資格ある学生がその学生の記録

にアクセスする権利を認めるよう要求している。それはまた，ある適用除外をもちつつも，両
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親の書面による同意の通知がなければ，学校の記録データは個人を識別しうる形では，学校職

員以外の者が利用しえないことを規定している。学校記録の情報を秘匿して統計的に利用する

という例外も許されない。両親に与えられている提供に関する同意権は中学卒の学生あるいは

１８才以上の学生にふりかえられる。書面による同意は親ないしは資格ある学生によるサイン

と日付を必要とし次の点をふくまなければならない。すなわち，(1)開示される記録の指定，（２）

情報使用（諸）目的，および，(3)その情報を利用可能な関係者と関係者層。学生の名前，

住所，生年月日と出生地，主な学習分野，学位と成績評価，及びその他スポーツその他の活動

への参加などの情報をふくむ名簿情報は書面による同意要求の一般的例外である。親と資格

ある学生は名簿の情報の貸出しを防ぐ.権利をもつ｡この法は（名簿の情報以外に）学校の記録

へのアクセスを制限する点では，プライバシー法が連邦機関の記録へのアクセスを限定してい

る以上のものであることかわかる。

統計目的による学校記録へのアクセスにも及ぶバックレイ修正の部分のための規制はまだ発

布していないことを教育統計センターの代表者は報告している。彼らは，この修正による制約

によって，より高価で有効性の低い統計情報がもたらされることを懸念している。彼らの懸念

は幾多にのぼる。一つの問題は，学校管理者，教員，その他の学校職員か，識別できない形で

学生を標本としてひき出す傾向をもつことである。彼らは，標本選出に対する統制をそのよう

な形で失なうことによって，より受け入れがたい標本が結果としてとられることを懸念してい

る。また，彼らは，修正かなければうまくいったはずの学校記録からの情報の収集を避けるた

めに，いくつかの調査企画を変更中であるといっている。この損失によって，情報の有

用性も減じるであろう。また，学生あるいは親からとられる情報を，学校の記録との対

比による検査で確証し評価することはむずかしくなろう。彼らは学生に関する情報へのアクセ

スを拒否する管理者か出てくるとともに，学校の統計研究への協力か減ることをさらに懸念し

ていることをつけ加えている。

この懸念は，パックレイ修正が教育委員長に対して，適切な同意なしで学校記録から個人を

識別できる情報の貸出しを許す処置又は慣習をもっている教育機関や施設へは，すべて資金を

与えないことを要求していることから生じている。これまでの経験によれば，何人かの管理者

は調査に協力していないことか確かめられる傾向にある。この傾向は学生またはその家族の個

人を識別できるデータの提供を，州あるいは地方の教育機関か拒否することは，資金の供給を

拒絶する充分な根拠にはならないとする，この法律の条項によっておしすすめられるかもしれ

ない。

要約していえば，教育統計の質と量は，この修正の結果として被害をうけることか懸念され，
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費用も増大するであろう。結果を確認するためには，さらに経験が必要である。しかし，この

修正に対応するための最近の実際行動のうえでの変化は，懸念の一つの根拠である。

Ｅ情報の自由法

情報の自由法（公法８９－４８７及び公法９３－５０２）は政府情報への公衆のアクセスと

いうテーマを正面からとりあげた政府のはじめての制定法（Ｓｔａｔｕｔｅ）であり，要求された

データを政府が与えずにおくことを全般的に防ぐものである。しかしいくつかの部類の情報に

ついては提供を免除されている（（b）をみよ）。統計システムの見地から，関連するのは次の

点である。

（a）制定法によって開示をとくに免除されている情報

（b）企業秘密及び何らかの人から入手し，免除を認められ秘密に風する商業上又は金融上の

情報，及び

（c）人事及び医療上のファイル及びこれに類するファイルで，その開示によって個人のプラ

イヴァシーを明らかに不当に侵害するもの，

１９７６年に，情報の自由法（ＦＯＩＡ）の修正によって，適用除外の(a），制定法による適

用除外，が変更され，適用除外は次の場合に限定されている。すなわち制定法が「(A)裁量の

余地を残さない形で，その事項を公衆に与えないことを要求しているか，または（B)与えない

ための基準をたてているか，特定のタイプの与えない事項を示すかしている場合｣00）

センサス局やＮＣＨＳ（保健統計センター）のようないくつかの機関はＦＯＩＡの修正され

た適用除外(a）によって，適格とされる秘匿の市碇法をもっている。しかし秘匿する約束の下

に統計目的のためのデータを収集している殆んどの機関は，もはやまたはこれまでとうり，ＦＯ

ＩＡの要求に対して制定法によって保護されることはない。そしてデータを引きとるためには，

これらの機関は適用除外の(b)，（c）に頼らなければならない。規制機関のデータと議会への

開示の両方かいずれかを通常ふくんでいる種均の合法的な場合の示すところでは，データがそ

れらの適用除外の範隠に入ることを明らかにすることは定型的ではない。実際，法律家か書い

た最近の諸論文の示すところでは，いくつかの判決はＦＯＩＡを開示のいかなる除外例をも禁

じているものと解釈している一方で鮖他の判決はＦＯＩＡをそのようなデータを政府か引きと

ることを許す（しかし要求はしない）ものとしている。ある著者は,(１，秘匿性の保証は情報を

開示から免除するには不充分である，というのはもしそうであれば，機関はすべての情報をそ

のような保証の下に収集し，これによって，ＦＯＩＡを無効にすることができるからだと指摘
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している。

最近，ＦＯＩＡに逆行するいくつかのケースがおきている。そこでは会社が,彼らが金融あ

るいは商業上の秘密と考える情報を秘密部会あるいは議会の委員会に対してすら開示すること

を防ぐために，議会を訴えているのである｡⑫最近の一つのケース，アシニランド石油会社対

連邦取引委員会（ＦＴＣ）及び対モス議員のケースにおいては，連邦取引委員会が，石油とガ

スの備蓄についてのいくつかの情報を（識別しうる形で）監視と調査のために議会の小委員会

に知らせることを会社が防ごうとした。といのは，ＦＴＣを創設した法律はまた企業秘密を開

示することを禁止しているからである。はじめＦＴＣはモス議員の手紙をそれが小委員会議長

としての権限で書かれたものではなかったので，ＦＯＩＡによる要求として扱い拒絶した｡あと

でＦＴＣは，彼が公的権限で書いたならば応じなければならないと考えたが，その資料を秘匿

的性格のものとするよう議員とそのスタッフを促した。しかし，会社は，資料かひとたび議会

に渡されたなら，不可避的に公衆に対して公げにされると考えて,その報告を小委員会にわた

すことを防ごうとして訴えたのである。１９７６年９月に,合衆国の控訴裁判所は，２対１で，Ｆ

ＴＣによる議会へのデータの引渡しを認めて，下級審の判決を逆転した。関連したケースとし

て，ＦＴＣ対テキサコ社（５１７Ｆ３ｄｐ３７Ｄ．Ｃ、Ｃｉｒｃｕｉｔｌ９７５）がある。裁判所

は，ＦＴＣが石油会社の秘匿情報を議会に渡すかあるいはそのような情報をＦＴＣ自体の研究

以外の目的に使うかする場合には，それに先立って裁判所の許可が必要であるという規則を作

った。ＦＴＣはその情報利用へのこの制限に挑戦しており,この問題は合衆国控訴裁判所で審

理中である。

われわれの知っている最も新しい判決であるウェスチングハウス社対シェレジンジャー（控訴

裁判所４ｔｈＣｉｒｃｕｉｔ）のケースでは，判決は企業の側に勝利を与えた。国防省は，三つの

受託業者の肯定的ｉｆj行動計画とう寧誌0E報告とにかんする情報に対するＦＯＩＡの引渡し要求には明

らかに応じるつもりでいた。国防省は，ＦＯＩＡは受託業者に対しては何も弁償しないと公言

し，この法の除去規定の一つのもとに，ＦＯＩＡの要求に法廷で抵抗できるのは政府だけであ

ると主張した｡控訴裁判所は,私企業は強制命令を請求する資格を法的にもっていると裁決し，

この適用除外の一項に対する企業の要求を認めた。法廷におけるいくつかのＦＯＩＡのケース

一般からみると，種々の目的のために連邦政府に対して提出することを（ときによっては権限

によって）求められた金融その他の情報を開示することについて，会社が深い懸念をもってい

ることは明らかである。われわれの質問に回答してきた多くの機関は，ＦＯＩＡはプライバシ

ー法よりも多くの問題をつくりだしたと報告している。われわれは以下これら問題のいくつか

を論じよう。
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種々のタイプの調査の回答率への影響

労働省労働統計局と農務省統計部の両方か任意的調査において（ときには正規のスタッフの

アドヴァイスにもとづいて）回答者か協力を拒否してきた例かあることを報告してきた。これ

は，ＦＯＩＡの条項，召喚状あるいは他の法的な開示要求による開示に対する保護手段につい

て，収集機関の力を回答者か懸念しているからである。

銀行利子率についての連邦準備銀行の調査は，ＦＯＩＡによる開示要求の影響を直接うけた。

長い間，この調査の情報は秘匿の約束の下に収集されていたのだが，議会の委員会への露えい

と，ついで消費者連盟のＦＯＩＡによる攻撃の成功の結果として，準備銀行はもはや秘匿性を

約束できなくなった。この変化ののちの１９７５年７月に，標本となった銀行のうち約１０パー

セントが任意的調査において回答を続けることを拒否した。調査されている情報は特に秘密の

ものではないという事実からみると，回答率の１０パーセントの低下は他の調査をしのぐもの

といえるかもしれない。

もα左つの問題か，統計機関か関係行政機関のためにデータを集めるときに生じる可能性か

ある。統計機関はデータを調査目的だけに用い要約報告を発行するのであるか，行政機関か，

規制目的のために個人を識別しうるデータを使用できるということも考えられる。現在われわ

れはある行政機関のために会社から強制的にデータを集めている統計機関を唯一つだけ知って

いるにとどまる。そのうえ，強制のためにはそのデータを使わず，秘匿しておくという暗黙の

協定がある。われわれか知ったことからは，このデータかＦＯＩＡの下で適用除外となりうる

かは明らかではない。

ある機関はまた，ＦＯＩＡによって起りうる開示か回答者への質問に微妙な影響を与えうる

ことを通知してきた。任意的調査において協力をうるためには，統計家は，データについて秘

匿性を保証できるとき以上に特殊な情報を求めることはできない。

その他の法的問題

われわれは以下法廷に出されたいくらか複雑な問題について述べよう。ある使用者が失業保

険局か彼に指定した税率について，その会社の作業停止の経験か差別的に解釈されてきたとの

べて論争してきた。第一審は，企業かもっと強力な証拠をもち出さなければ，訴訟にならない

という判決を下した。そこでその使用者は秘匿の約束の下に収集された労働統計局の膨大なデ

ータを要求したのである。ＢＬＳは拒否し，その使用者はＦＯＩＡによる訴訟をおこした。現

在われわれは，失業保険局か企業に対して税率を決定する際に問題のデータか大きな役割を果

すのか,要求されている情報か秘匿性の問題を持ち出すのかについては知らない。この問題は失
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業保険伶膣とＢＬＳの両方か労働省内にあるということで一層複雑になっている。この訴訟を

追跡し，後にその後の展開を報告することか望ましい。

データ収集の終了に先立つ詳細な研究あるいは評価計画の公表

研究統計局（ＯＲＳ）と社会保障局（ＳＳＡ）は，保険の分野でのその展示計画の一つに関

連する情報の自由の要求を報告してきた。あるＳＳＡとの受託業者は，移動できる外科センタ

ーすなわち，小さな外科処置か行なわれた患者か夜通しはとどまらない施設を経営しようとし

ていた。他のＳＳＡとの受託業者は保健業務の費用と質がこの種の施設を使用することによっ

てどのような影響をうけるかを判断するための評価をしようとしていた。

評価の受託業者は，承認をうけるために詳細な調査計画と分析計画をＳＳＡに送った。この

記録をコピーしたいとする情報の自由の要求か受け付けられた。ＯＲＳの計画担当職員と彼の

上司は，詳細な評価計画か施設の実演に直接たづさわる人々の手に入ると，彼らの行動を左右

して，評価の結論を偏らせることになるという理由で，この要求を拒絶することを望んだ。顧

問.会議局は要求されている記録はＦＯＩＡのどの適用除外にもあてはまらないから，その記録

は請求者に与えられるという意見であった。

研究計画が強制的に早まって貸出されることによって生じる一般的問題点を，一つの単純な例

で説明しよう。教授方法のテストが行なわれており，特定の期間後に，試験的及びコントロール

になるクループについての結果か，これら学生に対する管理されたテストによって評価・比較

されることになっているとしよう。もしそれらのテストの内容かテストに先立って学生あるい

は教員の知るところになったとすれば，結果の分析は明らかにあやういものとなる。実社会の

例の方か傾向としてはより複雑であり，早期の貸出しの結果がさほど明らかではない一方で，

とくに研究の結果が逆の利害グループの地位をおびやかすかもしれない状況の下では明らかに

問題がある。

Ｆ他の法令，規則及び提案された法律

農業動態調査のためのＩＲＳの記録の利用

合衆国農業センサスはセンサス局が実施しており，一方，農務省（ＵＳＤＡ）の統計報告局

（ＳＲＳ）は農業動態統計に責任を負っている。１９６９年以前の農業センサスは農村地域を深

く調べる伝統的な方法によって実施してきた。しかし，１９６９年の農業センサンに関しては，

センサス局は，ＩＲＳの農業所得申告書に主としてもとづくリストを用いつつ郵送による収集
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手続きにきりかえた。この方法は一般的には満足のいくものであり，費用も少ないことか証明

され，そのために，１９７４年センサメでもくりかえされた。

この経験に基いて，ＳＲＳは，農業動態調査のためのリスト枠をつくる際の主な源泉として

ＩＲＳの記録を用いることが望ましいと考えた。センサス法が，センサスの農業リストをＳＲ

Ｓへ渡すことを妨げているので，１９７３年に内国税法にふくまれている権限に基いて，執行命

令の発布のための調整がなされた。この内国税法は，統計目的だけの場合には，ＵＳＤＡか農

業経営を行っている人の所得申告書にアクセスすることを許しているものである。

この執行命令の存在は広く知られるようになり，議会の公聴会や新聞で充分に論じられ批判

された。多くの人はこの命令をかくとくする際のＵＳＤＡの動機を質問した。批判や疑義は，

いくぶんかは執行命令で用いられている大まかな言葉，すなわち｢納税申告書は農務省による検

査に対して開示される…」のために生じたものかもしれない。しかし実際には，ＳＲＳか本当

に必要としたのは，階層分けと標本選出とに用いるための識別しうる情報と農業活動の大きさ

とタイプに関する限られた資料だった。

騒ぎが大変大きかったので，第一の命令とその言葉をわずかに修正した第二の命令とは１９７４

年のはじめにともに撤回された。その後。ＳＲＳは州ごとの基準でこれに代わる源泉を用いる農

家'1ストの開発計画をすすめるための予算をかくとくいi二・予算要求書にのべられている理由の

一つは，ＳＲＳが良いと考えていた第一の源泉であるＩＲＳの納税申告書が利用できないことで

あった。

それらの諸条件の下で，農業動態調査のために充分な標本の枠を作りあげる費用は，（a）こ

の目的でＳＲＳかセンサスリストを利用できる場合，あるいは(b）ＳＲＳかＩＲＳリストを利

用できる場合よりも十分大きい。

センサスや調査の結果を非統計的目的のために入手しようとする企て

（ａ）Ｓｔ，リジスの場合このケースは１９６０年代のはじめに起ったものであるが，一般

的な話題をとり出すためにここで要約するのが適切と思われる。連邦取引委員会はＳｔ・リジス

製紙会社かセンサス局に提出した経済センサス報告のファイルのコピーを，召喚状によって入

手しようと企てた。会社は抵抗したか，合衆国最高裁判所は，１９６２年１２月に会社の手元に

あるファイルコピーは，センサス法（第１３編第９条）の秘匿条項によっては，召喚状に対し

て保護はされないか，議会はそのような保護を提供できるとの判決を下した。

１９６２年の後半に，センサスの報告書は召喚状の対象にならないという規定を，当該個人や

事業所が保持しているセンサスの報告書のコピーにも及ぼす法律が定められた（公法８７－８１３）
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（ｂ）家族計画相談所にかんするＮＣＨＳのデータ１９７４年に保健・教育・福祉省（ＤＨ

ＥＷ）長官はタイトルＸ（家族計画の部の）資金を受けている家族計画相談所の未成年あるい

は精神的無能力者の断種を禁ずる規則を発表した。同時にＨＥＷの－機関である保健統計セン

ター（ＮＣＨＳ）は，ＨＥＷの他機関のために弁済しうる基準で家族計画相談所の活動に関す

るデータを収集していた。これらのデータは計画，評価及び研究目的にあてられるはずであり

１９７４年度の弁済協定に明記された報告書は同意されたものとして提供された。相談所の活動

に関する要約データは，いくつかの相談所か規制を侵していることを示したので，ＨＥＷの事務

局はそれらの相談所を認定するようＮＣＨＳに要求した。ＮＣＨＳは，そのような認定は，収

集データを提供者の書面による同意なしには収集目的以外には貸出さないとする秘匿について

のセンターの誓約を破るものであるとして拒絶した。ＨＥＷの理事会との会合か開かれたか，

そのデータは，センター自体の計画に関連する秘匿性条項をふくむ法律の権限の下に集められ

たのではないという事実に照らして，ＮＣＨＳがその秘匿の誓約を法的に守りうるのかという

問題は解決されなかった。しかしながら，ＮＣＨＳのデータを強制目的に用いることにはいくつ

かの問題があったので，事件は終わり，これに代る手続か開発された。

（。）職業安全衛生局（ＯＳＨＡ）のための労働統計局（ＢＬＳ）によるデータの収集

職業安全・衛生法は500万人の雇用者に及んでおり，ＢＬＳはＯＳＨＡのためにそのうち約

６０万人についての調査を行っている。この調査の一つの目的は，相対的に高水準の業務上の

事故や傷害を起こしているこの国の産業や部門を認定することである。労働省のもう一つの部

局であるＯＳＨＡは，命令に従っていることを保証するため現場を検査する法的責任をもち，Ｂ

ＬＳの統計データを計画の樹立や研究のために使う。ＢＬＳとＯＳＨＡの間の協定によって，

ＢＬＳはＯＳＨＡに対して個女の企業に関する資料は提供しないし，研究報告からの統計的産

物は個々の企業の雇用者に関する検査のきっかけとしてあるいは行政処置をとるためには使わ

れないことになっている。

この資料は個々の地理的区域内でうまく定義された産業クラス毎に製表されているので，規

制者が外部の情報を用いながら，高い発生率の傷害あるいは事故を生んでいる施設の'j､グルー

プを認定しうることを，統計家は心配している。この問題は秘匿的な統計データの殆んとすべ

ての製表において生じるものであるか，この場合には，いくつかのセルの母集団の大きさか極

めて小さいので特別めんどうである。しかしながら，この時点でＢＬＳが秘匿性を保護する法

律を欠いており，このため秘匿的な統計報告の規制目的への使用を防ぐことか出来ないでいる。

主たる問題点は，ＯＳＨＡが誤用する可能性かあるからではなく，回答者の間に懸念が生じる

可能性なのである。
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（ｄ）国立職業安全・衛生研究所（ＮＩＯＳＨ）て生じている事件強制的または任意的な

情報か収集されるときに生じうる混乱の一例は，同時にＮＩＯＳＨの資金による研究計画にも

ある。事故とその環境諸条件についてのよりすぐれたデータをかくとくし，よりすぐれたコー

ドシステムを開発するために，ＮＩＯＳＨは死亡，重傷あるい側潭害者を生tj事故を報告した８０００

の企業を調べること，また最も新しい秘密のケースについて雇用者にインタヴューすることを決

定した｡⑬ＯＭＢか承認した様式は任意的なものであり，雇主（回答者）に提供される表紙の

文字とそれに伴う資料は，研究の目的を述べ，その記録を秘匿することを誓い，その企業がラ

ンダム標本として選ばれたことを述べ，協力を要請していた。

このデータは，現場の検査が行なわれていると同じ時に受託業者か集めた。この計画の一部

は，命令に従っているかを監視するためにも用いられるＯＳＨＡ（労働省）の標準様式１０１に

もとづくデータの質を評価することであった。調査の情報を集める代理人かまた現場検査者を

勤めていたので，彼らは自分達の役割の二重的性格を区別するようには訓練されていなかった

かもしれない。

何人かの回答者ﾗｳx質問への回答を拒否したときには，ＮＩＯＳＨの政府科学専門家は受託業

者に対して，強制的な参加を要請する法的基準として積極的に尽くすよう手紙を書き，行政目

的のために用いられる情報についてのＯＳＨ法の条文を引用した。何人かの回答者は抗議し，

ＯＭＢは，調査様式は任意的統計調査として承認されているのであり強制的なものではないの

で，データの収集を停止した。このｸ･－スは，当該の行政的データか存在するときに，研究活動

が直面するいくつかの問題を例示している。

回答か任意的である場合と強制的である場合とにおける承認後の変化に加えて，この例はま

た，データの秘匿性を誓約したが，関連法規において秘匿性についての市碇法の条項がないと

きには，すべての告知声明がプライバシー法の(e）（３）の要請を充分満たすということにつ

いて，委員会かいくつかの疑問をもつ理由の例証でもある。

秘匿'性についてのこれまての保証を取消す法律

統計目的のためのデータを提出した自然人あるいは法人に対して既に与えられた秘匿性の保

証を取消すか又はタイムリミットをおく効力をもつ法律を議会か成立させるときには，デリケ

ートな問題か生じる。当委員会はそれが現実の問題となるかあるいは問題となる可能性をもつ

三つのケースを知っている。

・１９５０年の古文書法は，国の記録保管所の記録は，記録保管所に対し記録を提供した機

関との協定かある場合を除いて，５０年後には，研究者かアクセスできるものとした。
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１９５２年には:既に記録保管所に引渡された人ロセンサスの記録は，各センサスの後７２年

目に資格のある医療，歴史及び系統学の研究者が利用できるものとすることが認められた｡種

々の部類の利用者に対して記録を賃出すに先立って必要とされる経過期間を変えようとする

種々の法案かこれまであった。

センサス局は，個人に関する情報を将来研研者か利用できるかもしれないことを知ること

によって，センサスの質問に完全かつ正確に回答しようとする意,恩に影響がでることを懸念し

ている。そういった影響についての情報をうるための一つの努力として，センサス局は現在，

国家統計についての委員会（ＴｈｅＣｏｍｍｉｔｅｅｏｎＮａｔｉｏｎａｌＳｔａｔｉｓｔｉｃｓ）国立科学ア

カデミーの賛助で遂行されている研究計画を後援している。そこでは種々のレベルの秘匿

性の保証が回答に与える影響をテストしている。この結果は間もなく明らかにされる。

・１９７５年のエネルギー政策及び保護法は，会計検査院長官か内国税収入局を除くすべての

連邦機関が所有しているすべてのエネルギー情報を入手することを許している。この法の下での

関連するセンサスデータの位置づけは未だテストされていない。

・１９７５年に成立した社会保障法の４５３条は保護者発見局の創設のために用意された。

この法律の下では，ＨＥＷ長官は，合衆国のあらゆる部門，機関，施設に対して親のない子

の住所に関して，ファイルあるいは記録にふくまれている情報を提供すること，この情報を

資格のある人にわたすことを要求する権限を与えられている。適用除外は，「そのような情

報の開示が合衆国の国家的政策，あるいは安全の利益あるいはセンサスデータの秘匿性を犯

す場合」にだけに認められている。われわれは，秘匿性の誓約の下に統計的目的のために収

集された情報が，実際にこの条文の下に開示されたケースを知らないが，そういった開示を

要求する権限は非センサスデータについても存在する。

事後法に関する憲法上の制限に従いつつ，議会か，連邦政府か得た情報の利用に関して議会

力望むどのような法令をも制定しうることは明らかである⑦しかしながら，センサスや調査へ

の回答者が理解している秘匿性についての過去の誓約を変更する結果となるこの法令か，統計

目的のために情報を収集する政府の力をいちじるしくむしばむ原因となることも明らかである。

上に引用した法律か存在することに照らして，調査の回答者に何を告げるべきかに関しても

また重要な倫理的な問題かある。センサスヘの回答者は，彼らの個人記録をセンサス日の７２

年後に研究者か利用できることになることを告げられるべきなのか？非センサス調査へのす

べての回答者は，彼らの現住所についての情報は保護者発見局に渡されるかもしれないという

ことを告げられるべきなのか？この状況の下で子捨て現象についての研究をセンサス局以外

の連邦政府機関が，遂行したりあるいは後援したりできる何らかの方法があろうか？
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センサスや調査における秘匿性に対する大衆の態度に関して，現'窪行なわれている研究が

ごく予備的に示すいくつかの点によれば，多くの人々はセンサス回答者に対して与えられる秘

匿性の保証には充分の信頼を持っていない。もしこの信頼の無さが広がり，より強くなるなら，

他の統計的研究とともにセンサスに対する回答の完全性と正確性もそこなわれることは殆んど

確実である。

１９７６の税改正法

１９７６年の税改正法（公法９４－４５５）はＩＲＳの個人を識別しうるデータを統計及び研

究目的のために他の機関に貸出することに強い制約を課した。この法か成立する前には，その

ような移動は執行命令によってどの機関に対しても行なうことかでき，個々人の名前ごとの現

住所はＩＲＳの長官の指示によって研究者その他に貸出すことかできた。

税改正法にふくまれている国内税コードの第６１０３条の修正は，小数の連邦機関に対しての

統計目的による貸出し（この法では「開示」とのべられている）を禁じている。貸出される税

申告情報の種類及び，それを用いる特定の目的に関して制限が課せられている。

特に統計目的のためのデータの貸出しとして許されているのは，

１センサス局に対しては，どのようなタイプの申告情報であろうと「……諸センサスと国

民経済勘定を企画するために，そして法律で権限を与えられている関連する統計活動を指導す

のために，必要な程度まで」

２．経済分析局に対して，同じ目的のために会社の申告書からの情報を

３．連邦取引委員会，金融統計部に対して，「会社についての法的に権限づけられた経済

調査」の管理部における利用のために，会社の申告から選ばれた情報，及び

４財務省の他の職員及び雇用者に対して，「経済あるいは金融予測，計画，分析準備，

統計研究，及び関連する活動を遂行するうえで必要な程度まで」

統計的研究のための貸出し先として許されている機関の中には,農務省（ＦＩＯＡのサプセクン

ョンをみよ）あるいは職業継続歴標本システムにおける人に対して住居コードを指定するため

にＩＲＳの納税者･住所情報を用いてきた社会保障局は含まれていない。

新しいそして提案された法令あるいは規則

幾多の機関が統計目的で収集したデータを，他の用途への利用及び法的手続きによる開示か

ら保護することを強化する新しい法令あるいは規則を提案しようと考えている。そういった提

案は「統計機関は統計目的だけのために集められた情報の秘匿性のために強制的な法的保護を
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もつべきである。この保護は会社及び個人データの両方に適用されるべきである｣⑭というＯ

ＭＢの統計政策部長の勧告に応えるものである。機関の回答を受けとった時点では唯一つ労働

統計局だけが，議会に提案する前に必要な種倉のレベルの下準備によって，そういった提案を

行う上で，大きく進んでいるようにみえた。他の機関の役人と非公式に討議したところによれ

ば，彼らの機関の予定法案のうちで他の諸問題がより重要であるか，又ある場合には〆中心と

なる機関の官吏がこの領域での法案の提出には気かすすまない力､のいずれかの理由によって，

進展が遅いということであった。

ＦＯＩＡの適用除外(3)（法令による適用除外）のサンシャイン法による修正は，その適用

除外の範囲を，条文かその機関に対して何の開示を許すのかについて指示をしていない場合に

限ったものであり，１９７７年３月に施行された。いくつかの統計的その他の記録かＦＯＩＡによ

る開示にさらされることになるかも知れないという見通しかもとになって，いくつかの機関は

保護立法に向けて適当な提案を展開する努力を払うことになった。

多くの法案の主題となっているもう一つの問題腿合衆国センサスの強制的性格と，回答を拒

否しあるいは誤った情報を意識的に提供した人に対する罰則である。１９７０年の人ロセンサス

の前にオハイオ州のベッツ議員か提出した法案に対して強い支持がよせられた。この法案は，

回答の強制と拒絶に対する処罰を，センサスの際にすべての人から収集する少数の項目に限り，

サンプルによって収集される他の項目については任意的としようとするものであった。そのとき

とそれ以後，多くの似たような法案か提出された。

１９７６年４月，下院はＨ・Ｒ１１３３７を通過させた。これは１９８５年にはじまる５の年の

センサスにそなえたもので，センサス記録の秘匿性を保証する条項を強化し，センサスの質問

への回答を自らの意見で拒否する個人に対する罰則をすべて廃止するものである。もしこの法

案かこの形で法律になるとすれが，１０年ごと及び５年次ごとの人口及び住宅センサスの回答

は，５年ごとの農業センサスに対する個々の農場経営者の回答と同様に，任意的なものとなる

ところであった。しかしながら，１９７６年９月１８日に法律（公法４９－５２１）となった最

終法案は回答を拒否するかあるいは虚偽の回答を提出する回答者に対する投獄判決の刑罰をけ

ずる一方で，そのような行為への罰金を存続させた。雇用者による秘匿'情報の不当な開示に対

する刑罰は５年間の禁固（以前は１年）と５０００ドルの罰金（以前は１０００ドル）を最高とす

ることへと強化され，以前に雇用者であったものへも適用されるように拡大された。
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３調査結果と勧告

本節は委員会の調査結果の要約と特定の勧告のリストからなっている。グループに分類され

てはいるか，調査結果と勧告は相互に関連しており，そして，一貫した総合的な見地を示して

いるとわれわれは信じている。それらは総合的に考察されるべきことを意味する。

Ａ統計目的のためのデータの収集に関する権利と制限

調査結果；連邦の法律規制，ガイドライン及び承認手続きは，統計目的のためのデータ

の収集に関して，いくつかのタイプの制限を加えている。それらのいくつかはプライバシーと

秘匿性の問題に関連する。それらの制限の大部分は適切であることをわれわれは認める。それ

らは，提案されたデータ収集か，政府機関の義務と責任にとって適切であり，不当にプライバ

シーを犯さず，不当に強制的であったりあるいは過重な負担になったりしていないかどうかを

判定するために検討可能な枠組を提供する。

規制あるいは行政上の目的のためのデータ収集と反対に，統計調査か強制的であったり，非

常に時間を要したり，記録をとりうる詳細さを要することはそれほどありそうにない。これら

のちがいは，集団の統計及び平均の推定値を作ることを目的とする統計調査の性格を反映して

おり，これに対して規制あるいは行政データの収集者は，個別的決定の基礎となる，より正確で

より完全な情報を要求してもよい。

勧告：１．当委員会は，人口，住宅及び農業の諸センサスと経済諸センサスから完全

で正確なデータを獲得することの公的利益か，回答を強制的に要求することと，この回答不履

行に対する罰金刑の継続を正当化すると信じる。

２．統計調査が強制的（回答が法による刑罰の下に要求される）と任意的とのいずれである

べきかを決定するセンサス法（第13編）におけると同じ基準が，連邦の統計データの収集計画

に一般的に適用されるべきである。結果の企画された用途が強制による回答を必要とすること

が，法あるいは規定された法的手続によって定められているのでなければ，統計調査は任意的

であるべきである。

３．第三者あるいは回答者の代理人か，調査実施者が主題に関して知っている何らかの秘匿

情報を知らせることを，直接的であれ暗示的にであれ要求する場合，秘匿性を守るために，統

計調査情報を彼らに渡すべきでない。
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Ｂ回答者への通知

調査結果；われわれは，回答者に通知することに関するプライバシー法の条項Iま一般的に

妥当であると認める。これらの条項は連邦データ収集機関に対して，調査を行なう権限，回答

は任意的か強制的か，調査の目的，そのデータを用いる定型的利用，及び回答者が情報を提出

しなかったときに回答者がこうむる可能性のある影響，について知らせることを要求している。

保健・教育・福祉省が定式化した正しい情報実践の規則は同じような条項をふくんでいる。

回答者への通知のかなめの部分は集められる情報の秘匿性の状態を説明することである。通

常は，行政情報とは反対に統計情報は秘匿性の誓約の下に集められる。回答者は，秘匿性に関

する無条件の約束は，個人を識別しうるデータは権限のある者によってだけ取扱われ，統計的

目的のためにだけ用いられることを意味すると理解する権利をもつ。

調査の回答者に秘匿性を保証できるか否かは致命的な重要性をもつ。そのような保証は無責

任に与えられるべきでない。秘匿性についての無条件の保証は，法的うしろたて一個人を識

別しうる記録を入手しようとするあらゆる企てに収集機関か反対しうる法律の条項一一によっ

てバックアップされたときにだけ与えることができる。もし秘匿性を保証することに制限かあるな

ら，回答者は秘匿性の誓約の中に適当な留,保条件を付してそのことを知らされるべきであ

る。

データの使途を回答者に伝える際には，データは統計目的にだけ用いられると述べれば

充分である。前以てはわからないいくつかの使途をふくめて，その統計が用いられうる

多くの使途をいちいちのべることは，実行できることではないし，必要なことでもない。「統計

目的で」という表現は，個人データを，収集機関自体でさえ，追加の統計情報を収集す

るときにありうる場合を除いて，個人に関するどのような活動のためにも用いないことを意味

する。

われわれは，連邦統計機関がこれらの問題について慎重ではなかったという形跡を見出さなか

った。しかしプライバシー法の下で，回答者に通知するという適切な原則かかなり大まかに

実施されそうだということはいえる。

連邦と州の協力システムの一部として連邦政府の外部で開発されたデータシステムに対し

ては，個人を識別しうる記録のファイルを連邦機関に提供してほしいという要求が出るかも知

れない。連邦機関がこれらの記録を開示する条件あるいは連邦機関によるそのデータの使

途について，回答者に知らせるべきとする要求はないようにみえる。というのは，最初の収集

者は連邦政府の外部の者だからである。
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勧告；１．諸機関は，保有している記録に，開示に対する充分な保護を与える法的う

しらだてで支えられているのでなければ，秘匿性に関する無条件の約束をするべきでない。連

邦ｲﾖ1M調は，プライバシー法の５５２ａ条(e)(3)で要求されているように，情報の提供者にそ

の告知声明を提供する際には大きな注意を払うべきである。もし，情報の「強制的による貸出

し」の可能性があるなら，秘匿性の誓約は条件づきでなされるべきである。そういった状況の下

で，そして召喚状や他の強制による開示がないと考えて正当であるときに，われわれは「法律

で要求される以外には個人を識別しうる情報を開示しない」といった追加的声明を，おそらく

は，より立ち入った説明は求めに応じて行うという指示とともに行う。

２．行政と統計の両用途のためにデータを収集する場合には，回答者は行政上の用途を知ら

されるべきであり，またそのデータが統計的に用いられることを知らされるべきである。もし

プライバシー法の現在の用語かそういった用途の充分な説明として「統計目的のため｜を受け

とるものと解釈されていないのなら，そういった語を容認するのは改めるべきである。

３．ときには，「統計目的の」用途について詳しく述べることが適切であって，「このデー

タは統計的平均あるいは総計をひきだすためにだけ用いられる」というような声明が加えられ

る。しかしながら，識別不可能なマイクロデータが利用可能ならば（Ｐ､３３をみよ），われわれ

はそのような声明の修正を提案する。そして「このデータは統計目的にだけ用いられ，個之の

報告は識別されない」というような声明が用いられよう。

４．システム告知の公刊と，プライバシー法に現在ふくまれているような回答者への告知と

に対する要請は，連邦資金によるすべての統計調査一それが機関によって行なわれていようが

受託業者によって行なわれていようが－に及ぼされるべきである。

５．記録システムの告知及び回答者への告知を公刊すべしとの要請は，もしそのデータが識

別可能な形で連邦機関に提出されるものであれば，連邦政府との共同の調整の下に行なわれる

統計目的のためのすべてのデータ収集に及ぶべきである。

Ｃ公衆への通知

調査結果統計家は一般的には，有益な情報の収集と配布は，それにかかわる公衆の一部

のプライバシーに対して強い保護か用意されたときにだけ，果たすことができるという原則に

従っている。公衆は，統計作業ごとにプライバシーと秘匿性に関する状況はどうかを知る権利

をもちそのようにして公衆の支持と協力は明確な理解に立つことができる。もし公衆が,統計家のデー

タを保護する意図とこの意図を支える充分な保護手段かあることを理解していなければ，デー
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夕を集め分析できる力は損なわれるであろう。

連邦公示録において告知を公げにすることを求めたプライバシー法の条項は，適切な方向へ

の重要な一歩である。しかしながら，定められた手続か，公衆に知らせるというその目的を充

分に果たすかどうかか真の問題である。

勧告；１．連邦公示録における新システムの告知と既存のシステムの変更告知に関す

る索引と解説とは，少くとも四半期ごとと公けにされるべきである。

２．連邦統計機関は，そのデータ収集及びデータ保持の活動にふさわしい秘匿･性の保護手段

について公衆に知らせる通知政策を実施すべきである。

３．統計目的のデータの提供及びそういった貸出し先についての情報を公衆に与えるべきで

ある、

Ｄ統計及び研究目的の提供

識別項つきのデータの提供，ファイルのつき合わせ

調査結果提供や連係つけは，重複するデータ収集の必要を減らすことによって報告負担

の増加をさけるため，データの集まりの質と有用性を高めるため，そしてセンサスやサーヴェ

イのためのリストとサンプリングの枠を用意するために行なわれる。連邦報告法（４４ＵＳＣ

３５０８）は適当な条件の下では，そういった提供の価値を認めており，連邦文書業務委員会に

対する非難の一つはデータの提供に向けられている。

データのつき合わせは，報告の正確性を評価する手段を提供することで研究目的に奉仕でき

る。社会保障局，国税庁，センサス局か集めた所得及び他の諸属性についてのデータをリンク

する研究か一つの例である。

これらの利益にも拘らず，データの提供，とくに他の記録とのつき合わせは，プライバシー

と秘匿性に対する危険をもたらすかもしれず，注意深い考慮か必要である。

－セットのデータファイルか実際上唯一の源泉であり，他の機関による重複したデータ収集

は望ましくないだけでなく不可能ないくつかの場合かある。例えば，職歴，医療記録，学校の

記録である。統計目的のために地方の学校の記録を提供することはバックレイ修正によって厳

に制限されている。この制限は，連邦行政記録から統計目的のために情報を提供することに対

してのプライバシー法か課している制限よりもかなり厳しい。この制限は，これまで学校の記

録を用いてきておりそして現在も必要としている多くの重要な統計目的のためにそれら記録を
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効果的に利用することに対する大きな障害である。

勧告１．統計及び研究目的のために他の機関に記録を提供することは，次の諸条件

のすべてかみたされるなら許されるべきである。

（ａ）－機関から他の機関へ提供された識別可能データを受入機関が少くとも収集機関と同

じ秘匿性を以て扱うこと，そしてデータの秘匿性を充分に守る法律が受入れ機関に及んでい

ること。

（b）その提供か役立つ明確で意義のある公共的目的かあること。

（c）そういった提供は，当初情報を収集するときに用いた告知声明によっては，禁止され

ていないこと。

２記録をつき合わせる計画は，記録のつき合わせか，費用，データの質，秘匿性及び回答

の負担の見地からみて明確な選択であるかどうかを決定するために，他のありうべき手続きとの

対比で評価されるべきである。

３．個人を識別できる記録のつき合わせ以外の方法によって，必要な統計をつくりだす技術

を開発し改善する研究か継続され－層促進されるべきである。

４．連邦か支持している研究で人口の追跡を必要とする場合について，ＩＲＳやＳＳＡなどの

機関が，利用可能の見込みのある住所指示業務を利用することを完全には否定するべきでない

と委員会は考える。濫用をさけるためには，住居指示業務の矛!UE月についての適切な原則をたて

るべきである。そういった業務の利用者は，情報の提出を望まない対象人口中の個人を不当に

'悩ましたりあるいは圧迫することをさげるよう要求される。

５．ＩＲＳの税申告書を他の連邦機関の統計目的に適用することに関しては，委員会は「連

邦税申告書の秘匿性」という報告書に示されたプライバシー保護研究委員会の次のような勧告

に賛成する。「内国税収入局かセンサス局ＩＣｉｉｉして個人の所得税申告（１０４０と１０４０Ａ）の情

報を（提供）することを，その目的からみて必要以上の情報を局に対して開示しないなら，議会

は許可する」（この委員会の原文は「開示する」（ｄｉｓｃｌｏｓｅ）という語を用いたかわれわれ

は，「提供する」（ｔｒａｎｓｆｅｒ）という語の使用を勧める。というのはこの語の通常の解釈に

は開示はふくまれていないからである）。

原則としては，他のどんな主要な連邦統計機関でも，もし同じく法的な保護をもち，アクセ

スすること力s大変必要であるなら，同じ恩恵をうけるべきであると委員会は考える。⑮

６．パックレイ修正については，統計目的のためのデータの提供をｻﾞﾘ外のリストにつけ加え

る形に修正されるべきである。統計および評価目的のための提供は，連判府政記録の統計目的
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への利用に対する当委員会の勧告に対応して，統制と秘匿性保護に従うべきである。

統計的要約と識別項なしのマイクロデータの貸出し

調査結果要約表とマイクロデータファイル（識別しうる情報を除いた個人記録の「公共

利用のための標本」）の広い配布は”機械読みのできるデータの利用可能性の自然なそして有

益な発展である。大規模で広範囲の人口について，情報を集め，データファイルを作る手段を

もつ研究者は少ないのだが，そのようなファイルのコピーを処理し，有益な結果を生む手段を

もつ人は多い。

マイクロデータファイルを，その利用を望む人々に広く利用可能にすること力轌に適切であ

る。オリジナルファイルの分析は重要な社会政策的判断の基礎としてしばしば行なわれている

のであるから，それらの分析を確かめようと望む人々はそのデータファイルへのアクセスを許

されるべきである。さらに，マイクロデータと詳細表の一般的貸出しによって，連邦データ収

集機関が必ずしも利用できない分析手段の適用を通じて，データベースから，つくり出される

知識の産物を本質的に増加させることができる。

勧告１．行政的と統計的データ源泉のいずれかに基づく統計的要約及びマイクロデ

ータファイルを一般公衆へ貸出すことは，次の条件の下に制約あるいは条件なしに許されるべ

きである。（a)名前，住所，社会保障番号のような特定人物を識別しうる項をすべて除去す

ること，かつ，（b）受取り側がそのファイルの特定個人を識別しえないことか実質的に明らか

であること。

２１９７４年のプライバシー法の５５２ａ条(b)(5)は，勧告１の条件を満たすマイクロデー

タファイルの貸出しをはっきりと許すものに，明確化されるべきである。

ａこの節の勧告ｌの条件(a）を満たすか条件(b)を満たさぬマイクロデータに対しては，

次の諸条件のすべてか満たされたときにだけ､研究および統計目的によるアクセスを許すべき

である。

（a）受領者（政府機関，他の組織あるいは個人）が前以て次の書面を用意することに同意す

ること。

・統計目的のためにだけファイルを用いること

・ファイルにその記録かふくまれているいかなる特定個人をも識別しようとしないこと

・ファイルを他の誰にも貸出さないこと

・特定個人を識別することか他人に可能となるどんな表あるいは他の情報も貸出さないこと，
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そして

・許可された作業か終ったときにデータファイルを返還すること，特定個人を識別できるな

ど個人マイクロデータの記録あるいは表についてのいかなるコピーをも残さないこと。

（b）情報を利用させる機関は，利用者が指定された条件を守っていることを保証する責任をも

ち，そして

（c）利用にあたって同意された諸条件が守られなかったとき，受取り側と貸出し機関のスタ

ッフの両方か，強制的な処罰に服すること。

社会保障番号の使用

調査結果政府の計画についての効果的な統計的評価は，それらの計画にふくまれている，

通常は種々の源泉からの，個人についての情報の編集を必要とする。普遍的な識別項の存在は

これらの作業を遂行するための必要条件ではない。しかし，共通の数的識別項をふくまない記

録のつき合わせは，良くても費用がかかり，信頼をおけないやり方である。

しかしながら，社会保障番号（ＳＳＮ）か，識別項として，どれだけ広く用いられるべきな

のかの位置づけを与えることは，この委員会の意図するところではない。社会保障番号は厳密

な意味では普遍的識別項ではないが，記録のつき合わせという目的からすると単一でもっとも

有効な項目である。そして記録を個人に関してリンクすることか必要な統計研究においては，

ＳＳＮを用いることなしに行政記録を効果的に利用することは実質的に不LJI能であろう。

勧告１．個人の識別項としてのＳＳＮの使用を拡大するか縮少するかについての論争

は，統計活動について多面的な共通の識別項としてＳＳＮを利用することから発生する十分な利

益を元分に考慮すべきである。

２.統計目的のために用いられるかあるいは提供される，識別可能な個人情報の秘匿性を充

分に守る条件が満たされるところでは，そういった目的のためのＳＳＮの利用あるいは提供に

対して追加的諸制限をおくべきでない。

３．ＳＳＮは通常，ある個人の番号の開示によって，その人物に関するごとく限られた情報

だけしか明らかにしない仕方で指定されている。将来は，ＳＳＮの大変限られた情報内容です

ら可能な最大限まで省かれるべきである。
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Ｅ秘匿性の保護

調査結果われわれは，連邦の統計家は一般に，彼らの集めた個点の情報の秘匿性を顧慮

し防衛する際に倫理的な仕方でふるまうことを見出している。しかしながら，記録を秘匿して

おこうとする彼らの意図か強い圧力に従うかもしれないこと，そして記録を入手しようとする

者の法的力が，記録を保護する彼ら自らの法的力を上まわるということに彼らはときどき気づ

いているｏ

統計家か回答者の提供したデータの秘匿性に関して権限のない約束をするとき，これを保証

するものは制定法と対応する諸規制とである。統計目的でだけ集められた秘匿データを，召喚

状あるいは他の強制的貸出しあるいは行政の要求から充分に防ぐことのできる方法は他にない。

調査した機関の殆んどは，統計データの秘匿性の保持について関心を示したが，いくつかの

機関は適切な規制を定式化したり適切な秘匿性の条項を求める点で遅れている。

プライバシーの保護と社会の知る必要との間に適切なバランスを設ける法律か可決され施行

されるにはまだ時間か必要であり，展開過程であるといえよう。プライバシー法，情報の自由

法及びその他の法の下での経験は引き続いて評価されることか必要である。

形式的な法徴土，責任ある行政的実行によって，統計専門家による高度に倫理的な基準の採

用によって，そして合法的な統計行為を妨げない参加に関する全般的な承認をうるための公衆

への情報努力とによって補われるべきである。

告勧

１制定法上の保護

（a）調査あるいは行政記録のいづれかからえられた統計データシステムの識別可能な記録に

関する開示の強制に対して，充分に拒絶できる保護を用意している秘匿性条項か，連邦統計各

機関と他機関の特定の統計担当部に及ぶように制定されるべきである。

（b）連邦諸機関が統計目的だけのために行政記録から集めるかひきだすかした識別可能な個人

データを，非統計的目的のために開示することは，制定法によって禁じられるべきである。

（c）当委員.会は，連邦統計についての大統領委員会の行政データの統計的利用に関する勧告，

すなわち「法律に指定されている場合を除いて，政府の給付計画において個々の回答者が提供

した情報を，回答者の識別を許すような仕方で開示することを防ぐのに充分な法的制限を決め

るべきである」－を支持する。当委員会は「開示」という語がここでは慣習的な意味で使用

されていると理解しており，第３節の勧告１－３の諸条件の下で統計目白勺のために識別しうる
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情報を提供することには反対しない。

（b）当委員会は，統計及び研究目的にだけ用いるためにデータを収集している機関か，既に

与えている適切な秘匿性の保証を取消す効果をもつ法令の可決を避けるよう議会に対して主張

する。すでにこの効果をもっている制定法は，統計及び研究目的のためにだけ集められまたは

作成されたデータを除外するよう修正されるべきである。

２倫理的な基準と訓練

（a）当委員会は，プライバシー法か法の及ぶシステム内の記録の安全を維持するために，

適切な指導規則と手続きか採択され実施されること，違反に対しては処罰か加えられることを

求めている条項を支持する。同じ条項かすべての統計記録システムに対して採択されるべきで

ある。倫理的な行動規則かそういったシステムを維持する人々に対して開発され，原則と規則

についての作業知識を確保するために訓練計画が実行されるべきである。

（b）倫理的基準とブライバンーーの安全保護とにおける訓練を各種の大学の統計及び調査研究

の教科課程にとり入れるべきである。

３会計検査のためのアクセス

秘匿性の保護は統計データベースヘのアクセスを持つ検査機関と調査委員会をふくむべきで

ある。検査官がデータシステムへアクセスしうるのは検査目的のためだけに，そして個人記録

の開示に関しては，データベースを保持している機関の職員と同じ処罰に従うときだけに限ら

れるべきである。

４諮問委員

統計目的のために－機関から他機関へ識別しうる個人記録を提供することとマイクロデータ

ファイルの公衆への第示とは，管理予算局の統計政策担当副局長に対する諮問委員による委託

による検討か又は自発的な検討にゆだねられるべきである。この委員は連邦機関及び科学的ないし

専門的協会の上級の代表及び公衆をふくむべきである。委員は，提案されている提供や開示か，

個人のプライバシー及び秘匿の権利と情報に対する公的な必要との充分なゴミランスのうえにた

っているかどうかについてアドヴァイスすべきである。

Ｆ１情報の自由法の適用除外

調査結果委員会は，個人を識別できないデータと研究企画とを，最小限の制約だけで一

般公衆か利用できるようにしているのは，科学的原則と政府の政策に対応してのことであるこ

とを認める。しかしながら，秘匿性の誓約の下に統計目的のために集められたデータの提供を，
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ＦＯＩＡによってしいることで，個人や企業のプライバシを侵しそして統計調査結果の質を損

うことを避けるために，情報の自由法のある変更力勧告されている。

侵害されることない秘匿性の制定法をもたなＬ機関によるデータ収集の場合には二つの問題

か生じる。第一の問題lま情報の自由法の施行前に，秘匿性について充分な信頼をおいた誓約と

ともに集められたデータ，及びその誓約のときに，個人データを公開する召喚状その他の法

的強制の危険はないとして集められたデータにかかわる。ＦＯＩＡの成立までは，そういった

データの法的強制による開示はまれであった。第二の問題は将来の可能性としては深刻であり，

ＦＯＩＡか適用されるときにより深刻になりうるものである。それは情報の自由法に従う統計

的目的のためだけのデータの収集に影響を与える。秘匿性の誓約は，個人を識別しうる秘匿の

データの貸出しを強制することのできるＦＯＩＡの既知の潜在的可能に照らしてなされるべき

である。このことは，秘匿性の誓約の下に統計的データを収集するための充分な法的保護規定

をもたない統計機関（現在多くの機関かそうである）の能力を根本的忙破かいするかも知れな

い。ＦＯＩＡかこれらの諸条件の下で秘匿性とプライバシーの侵害をどの程度許すのかは，や

はり法廷で決定されるだろう。個人を識別しうる情報を公衆に賃出す要求を認めた先例か少く

とも一つはあるのだが，これは諸状況か何か限界的にそろったときのことであった。われわれ

かほかのところで勧告したとうり，正しい解決は，適当な条件の下でそういったデータの法的

保護規定を他の機関に持たせることである。しかしこのことは時間を要し，そして必ずしも常

に実行しうるわけでもない。とかくするうちに，統計目的で秘匿性の誓約とともに，しかし充

分な法的法護規定を欠いて集められた個人を識別可能なデータか，ＦＯＩＡによって強制的に

開示され，調査の質と個人のプライバシーとの両方に大きな打撃を与える重大な可能性がある。

研究計画の前以ての公開が研究結果を無効にするかも知れない諸状況の中では，詳細な研究

戦略を早〈に貸出すことによって，研究結果の妥当性を損うことを避けるべきとする追加的変

更が勧告されている。

勧告１．連邦政府の資金による適当な権限をｌＩｐった統計調査において，統計目的だけのた

めに充分な法的保護規定を持たずにしかも秘匿性を誓約して集めた個人を識別しうる情報は，

情報の自由法による開示から保護されるように，ＦＯＩＡは修正されるべきである。この条項

は，この調査が，連邦機関か直接行うかあるいは委託によって行われるかをとわず適用される

べきである。

２．データ収集の手段，詳細な研究計画，そして統計研究で利用するために用意された他の

関連する文書，の強制による貸出しについては，そのような貸出しか研究結果を損う場合は，適
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用除外とするように情報の自由法は修正されるべきである。強制的貸出しに対するそのよう：

適用除外か，データ収集の完了又はそういった文書にふさわしい測定の後に，有効性をもつ

_スはなかろう。

Ｇ委員会の個別メンバーによる追加．〆ン卜

委員会の各メンバーは報告にふくめられるコメントを提出するように誘いをうけ，次のもの

が提出された。

議長ＪｏＢｅｐｈＬ、ＧａＢｔｗｉｚｔｈ，DonaldGuthrie及びＲｉｔａＺｅｍａｃｈの．〆ン卜

ほぼ二年間の間委員会は，大部分の時間を情報に対する社会の必要と個人の権利とのバランス

をとることについやした。諸勧告かいつしェにうけ入れられるなら信頼すべき統計データを獲得

するために必要な秘匿性の約束を守ることか明らかに強化されるであろう。われわれはこの報告

の殆んどの調査結果と勧告に賛成するのであるか，個人のプライバシーと，調査における公衆の

長期的な協力の継続に対する全統計界の希望との両方についての含意と，政府かつき合わせたデ

ータファイルを用いてときどき行ってきたあるタイプの特殊研究についてとの，委員会の評価には

賛成しない。

任意的調査への回答者は，一般には彼らの回答が関連する行政データ，例えばＩＲＳの税申告

情報と比較されたり，それによって補われたりするかもしれぬ点を知らされないということに，

報告は注目していない。調査に対する何人かの回答者は，彼らか秘密のものであるとか微妙であ

ると考える少数の質問への回答をはぶくであろう。連邦政府の統計家は，たとえ厳密な秘匿性の

保護手段の下であっても，行政データを個人の調査票を検査するためあるいは完成するために用

いるときには，調査の任意的性格を否定し，調査標本の残りとはちがって，行政ファイル（例え

ば納税者）のデータによって回答者を扱う。われわれはそのような状況の下でのデータの合併は，

統計計画においてはいきすぎたごまかしの面をもつと信じる。連邦統計システムが正確なデータ

をえたいとする要望はふつうはりっぱなことであろうか，上に述べた行為はスタンリー対イリノ

イ州の事件で最高裁で宣言された次の基本原則とは矛盾する，すなわち

「憲法はスピードや効率よりも貴重なものを認めている。事実，一般的には権利章典は，また

特殊には適正手続条項は，平凡な政府官吏に対してすぐれた官吏を特徴づけるものかもしれな

い効率と有効性とに対する高圧的な配慮から，傷つきやすい市民のもろい価値基準を守るもの

として書かれたといってよいのである」
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したかって，われわれは勧告Ｄ－１（c）をそれか不充分にしか統制されていない提供という

パンドラの箱を開くことになるので支持することはできない。回答者への最初の告知にそのデ

ータのありうるすべての用途をリストして過大なものにするよりは，どの提供の目的も回答者

への最初の告知と矛盾しないこと，及び個人についての幾多のファイルが市民の承諾なしには

結合されないことを保証する，データの提供に対するより大きな権限を諮問委員の手に与える

ことの方が，より望ましい。

われわれはまた，この報告が統計調査は一般に任意的であるぺきことを勧告しているが（３．

Ａ，Ｉ），学校及びＩＲＳの記録の利用についての討議ではそれらの記録か強制的なものであ

るという事実を充分に強調していない点に注目する。実際，子供を登校させなかったりＩＲＳ

の申告を提供しなかったりすることへの罰則は，強制的なセンサスの調査票への記入を拒絶す

る場合よりももっときびしいのである。われわれは個々の単一の研究に対して親の同意を要求

するバックレイ修正か，価値のある研究を妨げるので変更されるべきとする点には同意するの

であるが，識別しうる情報を法に反して貸出す教育機関には資金を与えず，そして生徒個人を

識別しうるデータの提供を拒絶する地方機関に対して政府か資金を与えないことを防ぐ，とす

るその条項は，明らかに上に引用した最高裁の判決を満たすものである。

この委員会の多くの重要な勧告は，情報の自由法による開示からの免除をふくめて，個人を

識別しうる統計記録の法的保護を設定することを強く主張している。そういった法律の必要性

は，回答率の低下及び先にふれたいくつかの判例によって充分に支持されている（２Ｅをみよ)。

アメリカ国民か，彼らの選んだ議員を通じてわれわれの個人記録に特別な法的保護を与えるこ

とをわれわれは望んでいるので，公衆に対して次の点に関して明確に伝えることは統計専門家

の義務である，すなわち，（１）データの最初の源泉にかかわりなく，それらのファイルのすべ

ての内容，(2)誰がそのファイルにアクセスするのか。この報告は，連邦機関がプライバシー

法における抜け穴を，法の要求から，受託業者を除外することによって，既にどのように見出

したか忙汪目している。したがって特別の制定法による保護を要求するわれわれの主張が，プ

ライバシー法を強化する要求と結びつくならはるかに強力になると考える。強化の要求として

は，たとえば機関か連邦公示録に告知を簡単に公表することによって個別の統計データの提供

をふくむ新しい「定型的利用」をつけ加える可能性を強く制限することがある。（法の５５２

ａ条(e)（11進みよ）。

ＭｏｚｒｉＢＨ・ＨａｎＢｅｎの．〆ン卜

このコメントは，委員会の勧告（３．１３－５），すなわち，行なわれる予定の調査に関する
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事前のシステムの告知の公表に関する現行プライバシー法の要求は，受託業者にも拡張される

べきであるとする勧告にかかわる。私は民間の受託業者と政府が行う調査とはこの点で同じ要

請に従うべきであることに同意する。しかしながら，事前告知の要請を受託業者に拡大すると

いう勧告に代わる，はるかにすぐれた勧告は，事前告知を任意的調査に対する一つの要請とし

て除き，調査におけるデータ収集の最初のデータと同時に公衆へ告知するという要請をすえる

というものである。主要な問題は，調査に権|堰を与える一連の新しい規則や手続によって，調

査が遅れてしまいその情報に対する主ないくつかの必要に応えるよう充分な調査を行うことが

とくに困難になったり，不可能になったりすることがときどきおこるまでになっている点であ

るｃこの傾向を逆転させる処置が必要なのである。この特殊なケースにおいては，任意的調査

に関しては，６０日以前に大衆への告知を要求することによってうるところはわずかであるか

何物もないかであり，むしろかなりのものか失なわれると考えられる。この問題は委員会全体

による検討のためにはとりあげる時間かなかった。

４－層の検討にゆだねられた問題

この委員会の審議の過程では，さし迫った研究テーマをとりあげなければならなかった。し

たかって，いくつかの重要な領域は充分には検討されなかった。われわれは，関連する次の諸

問題のいくつかをさらに注意を払うことを協会が望むと考える。

１．われわれが略記した一般原則の連邦部門外部の統計活動への適用

２．統計目的による機関の間のデータの提供に対する連邦報告法の関係

３連邦統計のある部分に対するＯＭＢの統制か次第に失なわれることで生じたプライバシ

ーと秘匿性を保持することの意味，例えば現在，規桁臓関の調査票はＧＡＯか扱っている。

議会,,土最近，健康なマンパワーに対するデータ要求を樹立する法案を通過させ，そして特に

連邦報告法からの必要なデータ収集活動を除外した。

４．諸機関の新しいデータの必要に対する責任と調査に着手するのに必要な時間との両方

に対してプライバシーと秘匿性とかどうかかわり，そして関連する規則かどう影響するのか。

５．資格のない者がテープをコピーし，受託業者及び以前の雇用者がそれらを保持する問

題。二つのそういった引用例がわれわれの注意をひいた。

６．連邦と州との共同計画に参加している州は，政府におけるデータの用途を政府かそれ

らデータを他の連邦機関へ提供することをふくめて彼らへの回答者にどのように知らPtとるのか？

この問題ば,適用除外（法による除外）の範囲をせばめようとするＦＯＩＡの最近の修正から
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ふてより重要である。

７．統計と規制のための情報収集活動との区分を，それらか同じ機関内で行なわれている

ときにどう行うかについての一層の研究。統計機関が規制目的でデータを集め，また規制機

関か統計調査を行うときに問題か発生する。より小さな統計単位，特に行政あるいは規制機

関内の小グループ，が面している問題にとくに注意か払われるべきである。

８．表やマイクロデータの形による秘匿データの開示からの保護に関する原則と手続き。

ここでは秘匿性が綿密な推定によって損なわれるかどうかという問題もふくまれている。

委員会〆ンバーのリストと略歴（訳では省略）

ＪｏｓｅｐｈＬ，Ｇａｓｔｗｉｒｔｂ，議長．コンサルタント，ＧｅｏｒｇｅＷａｓｈｉｎｇｔｏｎ大学教授

ＡＳＡ会員

ＪｏｈｎＨ・Ａｉｋｅｎ，連邦統計利用者会議役員，ＡＳＡ会員

Ａ、ＲｏｓｓＥｃｋｌｅｒ，元センサス局長，ＡＳＡ会員

ＥｄｗｉｎＤＧｏ１ｄｆｉｅｌｄ，国立科学アカデミー幹事，ＡＳＡ会員

ＤｏｎａｌｄＧｕｔｈｒｉｅ，ＵＣＬＡ，精神障害部計算施設指導者，

ＭｏｒｒｉｓＨａｎｓｅｎ，Ｗａｓｔａｔｌｎｃの副会長，ＡＳＡ会員，国立科学アカデミー会員

ＴｈｏｍａｓＢＪａｂｉｎｅ，社会保障局，主任数理統計家，ＡＳＡ会員

Alexander，Ｍ・Ｍｏｏｄ，ＵｎｉｖｅｒｓｉｔｙｏｆＣａｌｉｔｏｒｎｉａａｔｌｒｖｉｎｅ，管理及び政

策分析教授

ＥｒｉｃＪ・Novotony，計算機構協会，プライバシーと安全委員会議長

Ｗａｌｔ．Ｒ・Ｓｉｍｍｏｎｓ，コンサルタント，ＡＳＡ会員

ＲｉｔａＺｅｍａｃｈ，国立保健局の種々の研究部門のメンバー

汪

１）データは１９７６年１１月の調べによるもので，予算管理局，統計政策部のＲｏｙｅＬ・

Ｌｏｗｒｙからの口頭連絡による。

２）合衆国会計検査院長官「連邦報告書の下での会計検査院の責任の位置」１９７６年５月２８

日，ＯＳＰ－７６－１４

３）実際には，同等の情報を他の機関から入手できるかどうかを梢I断する際にはいくつかの問

題かある。化学工業の場合には，ＯＳＨＡに提出される製法は５妬以内の標準誤差であるこ

とを要求されるが，消費者製品安全委員会に提出される同じ製法はｑｌ船以内の標準誤差を
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要求される。後者は商業上の秘密にあたる正確性に近く，異なった秘匿性と保護の保証を要

求する。

４）当委員会は，プライバシー法に用いられている「開示」（ｄｉｓｃｌｏｓｕｒｅ）という語は常

には適切ではないと考え,提供が統計目的だけであって，秘匿性が保持されるときには，「開

示」という語を用いることを提案する。訳－１５Ｐを参照のこと。

５）Ｔａｆｔ，ＷｉｌｌｉａｍＨ・のＨＥＷ，行政管理副長官ＪｏｈｎＯｔｔｉｎａへのメモ「ＨＥＷの

契約へのプライバシー法の適用」，１９７６年５月１４日

６）同上

７）Bushkin，Ａ､ＡとSchaen，Ｓ、Ｉ「１９７４年プライバシー法；実行のための参照マ

ニュアル」，１９７６年，ＭｃＬｅａｎ，Ｖａ．：ＳｙｓｔｅｍＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔＣｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ

８）プライバシー法によると，「「記録システム」という語は，機関の管理下にある何らかの

記録の集合であって，そこからの情報か個人の氏名，何らかの識別番号，記号又は個人に付

されたその他の識別特性によって，検索されるものをいう」。

９）しかしながら，そのデータか収集された後に，処理の受託決定かあるとするなら，新しい

定型的利用をふくむ修正したシステム告知を連邦公示録に発表することか必要となろう。し

かし回答者か直接に告知をうけることは決してない。

１０）公法９４－４０９，サンシャイン法，１９７６年９月１３日

１１）Ｗａｐｌｅｓ，Ｇ､Ｌ、「情報の自由法；７年の評価」ＣｏｌｕｍｂｉａＬａｗＲｅｖｉｅｗ，８９４－

９５９，１９７４年

１２）Ｄｌｒａｃｈｓｌｅｒ，Ｄ「ＦＯＩＡと非開示の権利」ＡｄｍｉｎｉｓｔｒａｔｉｖｅＬａｗＲｅｖｉｅｗ２８，

妬１１９７５年

１３）一つの秘密のケースは，職員が回復して復職する場合である。

１４）Ｄｕｎｃａｎ，ＪｏｓｅｐｈＷ，「秘匿性と合衆国統計制度の将来」Ｐｒｏｃｅｅｄｉｎｇｓｏｆｔｈｅ

ＡＳＡＳｏｃｉａｌＳｔａｔｉｓｔｉｃｓＳｅｃｔｉｏｎ，ｐｐ、５９－６４，１９７５年

１５）当委員会は上の勧告を支持したが二人のメンバーかいくつかの点で保留した。彼らは，

個人か報告するある種の情報は，一般に本人の同意なしに税以外の目的に用いられるべきで

ないという意見であった。それらの例としては，（すべての納税者ではなく，長い様式の使

用者だけが提出する）分担金や医療支出の明細かある。われわれは，そのような情報か統計

的用途で現在提供されていることを知らない。
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訳者解説と参考資料

Ｌここに訳出紹介したのは，アメリカ統計協会（ＡＳＡ；ＡｍｅｒｉｃａｎＳｔａｔｉｓｔｉｃａｌ

Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ）の特月l倭員会報告,'ＲｅｐｏｒｔｏｆＡｄＨｏｃＣｏｍｍｉｔｔｅｅｏｎＰｒｉｖａｃｙ

ａｎｄＣｏｎｆｉｄｅｎｔｉａｌｉｔｙ”である。この報告は“ＴｈｅＡｍｅｒｉｃａｎＳｔａｔｉｓｔｉｃｉａｎ，’

Ｍａｙｌ９７７に掲載された（ｐｐ、５９～７０）。日本統計研究所「統計研究参考資料」に

訳出することを了とされたＡＳＡ及びそのＭａｎａｇｉｎｇＤｉｒｅｃｔｏｒ，ＥｄｇａｒＭＢｉｓｇｙｃｒ

氏に謝意を表したい。

2．すでに「情報の自由法」と「プライバシー法」をもち，政府活動ととくにそこでの情報の

在り方についてひきつづき検討と論議を継続しているアメリカ合衆国の動向は，この分野で

いちぢるし<立ち遅れている日本の現状と対比してみるとき大変興味をひく。政府情報一般

の在り方をめぐる動向の中で，とくに政府の統計活動，統計情報の扱い方は，どのような位

置にあり，従来の在り方がどう反省されることになり，今後どのような方向あるいは政策

が追求されるべきであろうか。合衆国においては，これまた日本とは格段のちがいをもつの

であるか，政府の統計活動の検討か議会を中心に，極めてオーブンにかつ活発に行なわれて

いる。そして実は，「プライバシー法」成立に向けての－つの重要な発端が，国勢調査をめ

ぐる論議の中で公げになった「データⅧパンク」構想であった。しかし，１９７４年の「情報

の自由法の修正」「プライバシー法」の制定以後，日か浅いせいもあってか，上に述べたこ

れら立法と統計活動との関連については,議会での関係者の証言はかなりあるにしても本格的

に検討した文献は少ない。このうち私のみるところ，最も包括的なものか，ここに訳出紹介

したアメリカ統計協会の特別委員会報告なのである。というわけで政府（情報）活動の公開

性を求め，他方でプライバシーの保護をはかろうとする動向の中での統計活動の在り方を検

討するうえでの重要な参考資料と考えた次第である。

3．この報告書は，御覧のとうり，「情報の自由法」と「プライバシー法」を中心とする関連

法規の条文解釈の中で統計活動への影響を検討する形をとっている。これら法規に関しては，

日本では憲法，行政法学あるいはコミュニケーション理論の領域でとりあげられており，ま

た「情報の自由法」については，航空機汚職をめぐる今次国会でも引き合いに出されている。

とはいえ，統計の分野では一般の趨勢は現在なお条文を参照しつつ検討するところまでには

いたっていないように思えるので，以下，この報告を理解するうえでの参考のために，若干

の解説を加え，関連条文を示すことにする。

4．蛇足なから，法規の呼称についてプライバシー法を例に少右説明しよう。この「プライバ
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シ一法」（ＴｈｅＰｒｉｖａｃｙＡｃｔｏｆｌ９７４）は，当初上院（Ｓ：Ｓｅｎａｔｅ）の法案Ｓ３４１８

下院（ＨＲ：ＨｏｕｓｅｏｆＲｅｐｒｅｓｅｎｔａｔｉｖｅ）の類似の法案ＨＲ１６３７３としてそれぞ

れ各院を通過し，両院の関係委員会スタッフの調整ののち，Ｓ３４１８を下院か通過させるこ

とによって全９条からなる第９３議会の公法５７９（ＰＬ９３－５７９）として成立した。

この法律の第１条は「プライバシー法」とよぶことをうたい，第２条に立法主旨かうたわれ

たのち，第３条には，アメリカ合衆国法典（ＵＳＣ；ＵｎｉｔｅｄＳｔａｔｅｓＣｏｄｅ）の特定個

所，この場合には第５編「政府組織と職員」第２章「行政手続」副章「行政手続」（第５５１条

～第559条）〔Title5-GovernmentOrganizationAndEmployees，

Ｃｈａｐｔｅｒ５－ＡｄｍｉｎｉｓｔｒａｔｉｖｅＰｒｏｃｅｄｕｒｅ，ＳｕｂｃｈａｐｔｅｒＨ－Ａｄｍｉｎｉｓｔｒａ－

ｔｉｖｅＰｒocedure（Section551～559）〕の一部を改訂するという位置づけｶﾐ与え

られている。すなわち「プライバシー法」とは,内容的には，「連邦政府記録の濫用から個人

のプライバシーを保護し，連邦機関の保有する自己に関する記録へのアクセスを個人に許し，

プライバシー保護調査委員会を設置するためその他の目的で，合衆国法典第５編に第５５２

ａ条を追加して改正する法律」なのである。そしてこの法律の成立とともにＵＳＣの第５編

第２章５５２条の次に５５２ａ条がつけ加えられた。そしてプライバシー法（公法93-579）

の第１，２条，第５～第９条は，ＵＳＣの５５２ａ条の末尾に収録される形をとっている。

報告本文において引用されている条文番号はこのＵＳＣの条文なのである。

〔1〕連邦報告法（FederalReportAct）（現行ＵＳＣ第４４編第３５章，第３５０１

～第３５１１条)。この法律は第二次大戦下の１９４２年,政府へ提出する報告の負担を軽減する主

旨で制定された。報告を収集しようとする行政機関は，調査の必要，方法等を管理予算局長

の審査をうけるものとし，同じ内容の調査を二つ以上の機関か行うことを回避しようとして

いる。統計調査との関連でみるなら，この法律によって統計調整機能か根拠づけられていた。

〈関連条項〉「３５０８条情報の違法な開示，罰則，他の機関への情報の提供

（a）連邦機関か秘扱いで入手した情報を他の連邦機関に提供する場合には，この情報の違法

な開示に関する罰則をふくめてすべての法の条項が，その情報を最初に入手した機関の

官吏又は雇員に適用される条項と同じ範囲，同じ方法で，情報の提供をうける機関の官吏

と雇員にも適用される｡情報の提供をうける機関の官吏と膿員は，さらに，その情報をそ

の機関が直接収集したと同様に，その情報の違法な開示に関する罰則をふくめての法の条

項に従わなければならない。

（b）連邦機関が本章にいう人から入手した情報を他の連邦機関に貸出しできるのは次の各号

の一つに該当する場合に限る。
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（１）統計的な合計または要約の形の場合

（２）人が連邦機関に提出した情報で，その収集の際に，その機関またはその上部機関が秘

扱いすることを言明していない場合

（３）情報を提出した者か，その情報を最初に入手した機関か他の機関に賃出すことに同意

した場合

（４）他の連邦機関から情報の貸出しをうける連邦機関が，自らその情報を収集する権限を

もつとともに，その権限が，その情報の提供を怠った者に対して刑罰を課す法的条項に

よって保証されている場合。」

〔2〕プライバシー法（PrivacyAct）（現行ＵＳＣ第５編，第５章，第５５２ａ条）・

連邦機関におけるコンピューターの利用はとくに１９６０年代に急速に進み，１９６０年代半ば

には全国データ・センター構想力提起されるにいたった。この構想については，プライバシ

ー保護処置かないことをめぐって反対論議か高まり，構想は中断された。さらに民間調査機

関によるプライバシー侵害も問題化し，議会でも１９７０年代に入って諸法案か提出され，

１９７４年１２月に法として成立する。この法の狙い等は，条文そのものにもりこまれている

ので，法の趣旨と関係条項の引用に入ろう。

〈関連条項〉「第５５２ａ条付議会の調査結果と目的の叙述（プライバシー法第２条）

（a）議会は以下の事実を認める－

（１）個人のプライバシーは，連邦機関による個人情報の収集，保有，利用及び配布

（ｄｉｓｓｅｍｉｎａｔｉｏｎ）によって直接の影響を受ける

（２）コンピューターと高度の情報技術の利用の増大は，政府の能率的運営に不可欠である

か，一方で個人情報の収集，保有，利用及び配布によっておこりうる個人のプライバシ

ーに対する弊害（ｈａｒｍ）か非常に増大している。

（３）個人の就職，保険加入及びクレジット取得の機会並びに公正手続の権利の確保その他

の法的保護を受ける機会は，情報システムの濫用による危険にひんしている。

（４）プライバシーの権利は，合衆国憲法により保護される個人的，基本的権利である。

（５）連邦機関の保有する情報システム内で識別されている個人のプライバシーを保護する

ために，議会がそれら機関による情報の収集，保有，利用及び配布を規制することが必

要かつ至当である。

(b）本法〔本条及び本条のノートとして述べられている条文の制定〕の目的は，連邦機関に

対して，他の法に定める場合を除いて，次に定めることを要求することによって，個人の

プライバシーの侵害に対する，個人の保護措置を講ずることにある－
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(1)個人に対し，自己に関する記録のこれら機関による収集，保有，利用又は配布に関す

る決定権を認めること

(2)個人に対し，これら機関により特定の目的のために収集された自己に関する記録かそ

の承諾なしに他の目的に利用され又は利用出来るようにされることを防ぐことを認める

こと

(3)個人に対し，連邦機関の記録に含まれる自己に関する情報に対してアクセスし，その

全体又は一部のコピーを入手し，そういった記録を訂正又は修正することを認めること

(4)識別可能な個人情報の何らかの記録を収集，保有，利用及びＩＥＩ齢するに際して，そう

いった活動が必要かつ合法的な目的をもつこと，この情報か当該目的のために現在性及

び正確性をもつこと，及びそういった情報の濫用を防ぐための適切な保護措置を講ずる

ことを保証すること

(5)本法の定める記録に関する要求の免除は，これまで個別の法令の権限で決定されてき

たような免除のように，重要な公共政策上必要であるとされる場合にだけ認めること

(6)故意又は作為により本法の下における個人の権利を侵害した結果生じる損害について

の民事訴訟に応ずること。

第５５２ａ条個人について保有されている記録

（a）定義

本条において

（１）「機関」（ａｇｅｎｃｙ）とは，本編第５５２条(e）項に定める機関をいう

（２）「個人」（ｉｎｄｉｖｉｄｕａｌ）とは，合衆国国民あるいは永住を法によって許され

た外国人をいう

（３）「保有する」（ｍａｉｎｔａｉｎ)は，保有，収集，利用又は配布することをふくむ

（４）「記録」（ｒｅｃｏｒｄ）とい個人についての情報の一項目，収集されたものある

いはまとめられたものであって，彼の教育，財務取引，病歴及び犯歴又は職歴をふ

くむがこれに限られない，機関力線有するもの，及び彼の氏名，識別番号,記号又

は指紋，声紋，写真等個人に付された他の識別特性をふくむもの，をいう。

（５）「記録システム」（ｓｙｓｔｅｍｏｆｒｅｃｏｒｄｓ）とは，機関の管理下にある何らか

の記録の集合であって，情報か個人の氏名，何らかの識別番号，記号又ば個人に付

された他の識別特性によって検索されるものをいう。

（６）「統計記録」（ｓｔａｔｉｓｔｉｃａｌｒｅｃｏｒｄｓ）とは，第１３編第８条に定める場合を

除き,専ら統計研究又は報告目的のために保有され，その全体であれ－部であれ，識
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別しうる個人についての決定を行うのに使用されない記録システムの中の記録をいう。

（７）「定型的利用」（ｒｏｕｔｉｎｅｕｓｅ）とは，記録の開示に関して，その収集目的と

矛盾しない目的への記録の利用をいう。

(b）開示（ｄｉｓｃｌｏｓｕｒｅ）の条件

いかなる機関も，記録の対象たる個人の書面による請求によるか又は書面による事前

の承諾を得た場合を除いて，他人あるいは他の機関に対して，記録システムに含まれて

いるいかなる記録をも，いかなる通信手段によっても開示してはならない。ただし次の

場合は記録の開示は許される，

（１）その記録を保有する機関の官吏又は雇員であって，職務の遂行上その記録を必要と

する者

（２）本編第５５２条により要求される場合（第５５２条……「情報の自由法」一後述一

訳者）

（３）本条（a)(7)項に定義され，（e)(4)(D)項に説明されている定型的利用の場合

（４）第１３編の条項に従うセンサスは調査又は関連業務の企画及び実施のためにセンサ

ス局に対して

（５）記録の受領者が，その記録を専ら統計研究又は報告記録として用いることと個人を

識別できない形で提供することを，適切な書面による保証であらかじめ機関に提出す

る場合

（６）…･………･・

ｕＯ１会計検査院の任務の遂行に際して，会計検査院長又はその権限ある代理人に対して

Ｕ、正当な管轄権をもつ裁判所の命令に従う場合。

(c）一定の開示を記録すること

各機関は，その管理する各記録システムに関して－

（１）本条の（b)(1)又は(b)(2)によってなされる開示の場合を除いて,次の事項を正確

に記録しなければならない．－

（A）本条(b）にもとづく他の人又は機関に対する記録の各開示に関する日付，根拠

（ｎａｔｕｒｅ）及び目的

（B)開示を受けた人又は機関の氏名及び住所

(｡）記録へのアクセス
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記録システムを保有する機関は，

(1)そのシステムに含まれる自己の記録又は自己に関する情報に対し，その本人からア

クセスの請求があった場合には，本人，及び本人の要求によって本人の選んだ同行者

に対して，記録の検査を許可し，その全体又は－部について本人の理解しうる形でコ

ピーを作成しなければならない。ただし機関は個人に対して，同行者の同席の下に本

人の記録について議論することを承認する書面の提出を要求できる。

(2)……………

(e）機関の義務（ｒｅｑｕｉｒｅｍｅｎｔ）

記録システムを保有する機関は－，

(3)個人に対し情報の提出を要求する場合には，機関か情報収集に用いる様式又は個人

が手元に留保できる別個の様式上で，以下の事項を伝えなければならない

（A)情報の提出要求の根拠（法律によると大統領の執行命令によるとを問わず）及び

情報の提供か強制的力任意的か

（B)情報か利用される主要㈲目的

（c)本条(4)(D）によって公示された情報の定型的利用

（D)要求された情報の全部又は－部を提出しないことにより個人に影響かある場合，

その影響について

(4)本項の⑪の条文に従って，記録システムの存在及び性格の告知を少くとも年１回連

邦公示録に公示すること，告知は次の事項をふくむものとする

（A）システムの名称及び所在地

（B）システムに記録か保有されている個人の種類

（C）システムに保有されている記録の種別

の)…………･･･

■●●●●●●●●●●●●●●

(f）機関の規則

本条の条項を実行するため，記録システムを保有する機関は，本編第５５３条の（一般

的告知をふくめた）要請に従って，以下に定める規則を公布しなければならない。

（１）個人か請求したときに，自己に関する記録かその指定する記録システムに含まれて

いＺ'か否かについて通知をうけることのできる手続

●●●●ＧＢＳ●｡●●●●●､
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民事上の救済措置

法定代理人の権利

刑事罰

Ｊ
Ｊ

略
略
く
く

Ｊ
Ｊ
Ｊ

ｇ
ｈ
・
１

く
く
く

（３）個人に関する記録を作為又は故意による虚偽の表示によって機関に請求し，又は機

関から入手した者は，軽罰として５０００ドル以下の罰金に処す。

(j）一般的適用除外（略）

(k）特定適用除外

(4)制定法によって専ら統計記録として保有及び矛U用されるように要求されているもの

（１）公文書記録

（,,０政府関係受託業者

機関かその業務を遂行するため，契約によって記録システムを自ら運用し，又は自己

のために運用させるときには，機関はその権限に基づいて，本条の要請をそういった記

録システムに適用するようにしなければならない。本条の（i）項の目的のためには契

約か本条の施行の日又はそれ以後に締結された場合には，受託業者及びその従業員は，

機関の雇員とみなされる。

（､）郵送リスト

（o）新規システムについての報告

（p）年次報告

（q）他の法の効力

,付プライバシー保護調査委員会（プライバシー法第５条）」

〔3〕情報の自由法（ＦＯＩＡ；FreedomoflnformationAct）（現行ＵＳＣ第５

編，第５章，第５５２条）。情報の自由化法とは，政府情報を国民の前に公開することを趣

旨とした法律で１９６６年に制定（ＰＬ８９－４８７）され，その後１９７４年１１月の大きな

改正（ＰＬ９３－５０２）と１９７６年の部分的改正を経て現在にいたっている。

情報の自由化法に先だっては，１９４６年に制定された行政手続法（ＡＰＡ；Ａｄｍｉｎｉｓｔ－

ｒａｔｉｖｅＰｒｏｃｅｄｕｒｅＡｃｔ）が行政情報の公開について規定していた。すなわち（i）合衆

国の任務で公共の禾嘘のため秘密を要するもの又は，（Ⅱ)専ら行政機関の内部管理に関する事項
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に関する範囲を除き,名機関が,公衆が情報を入手しうる場所と方法,機関の事務の決定及び決定の

一般的経路と方法，規則と政策の表明と解釈を遅れることなく連邦公示録に公示すべきこと，

事件の裁決における最終意見，命令,規則を公示しまたは公衆への閲覧に供することし公式記

録については適当かつ直接の関係者が入手できるようにすべきこと，但し「相当の理由によ

り，秘密を要すると認められる情報」はこの限りではないとしていた。しかしこの法は，「

「公共の利益のための秘密」という抽象的な除外規定とともに公式記録入手者の「適当かつ

直接の関係者」への限定，さらに「相当の理由による秘密」の規定をもっていたので，政府

側の秘密主義は維持され，これへの公衆の側の対抗措置一司法的救済もなかった。

政府のこの秘密主義をつきくずす狙いをもつ情報の公開に向けて，ジャーナリズムが推進

体となり，議会かバックアップした。その場合，政府の活動を公衆に知らせること（情報の

公開）が民主女義を強化すること，また政府活動か効率的，経済的であるのかを判定するの

に役立つことか論拠とされていた。議会では１９５８年に情報を公開しない政府の権限を弱め

る法案が公法８５－６１９として成立して以降，情報の公開について圧力を強め，１９６６年

の「情報の自由化法」となる。

この法の要点はこれまで情報を入手しうる者を限定した点を改め「何人でも」としたこ

と，これまでの除外規定か漠然としていた点を改めて，９つの具体的な除外のケースを規定

した点であった。

１９６６年法は，この分野での法規として画期的であり，「知る権利」という概念の定着を

もたらした。しかし条文解釈の上での困難性を残していて，裁判でも再三あらそわれる｡議会

は，法の施行状況について調査し，状況は法の精神に反することを認める。議会は当初法の

趣旨を徹底しようとしたが，ヴェトナム戦争での秘密問題やニクソン政権の秘密政治，官僚

主義への反溌か高まる中で，法の改正へふみきったとされる。両院それぞれの法案か可決さ

れたあと両院協議会の段階で，フォード大統領か就任し，基本的同意の姿勢を示しつつも両

院案は問題をふくむとした。協議会は一定の修正を行い両院か賛成するか，これに大統領か

拒否権を行使した。しかし両院それぞれ３分の２を上回る多数で法案を可決した。１９７４年

の改正の要点は，情報の索引の年４回以上の速かな公開，記録の請求への対応にタイムリミ

ットを設定，情報非公開に関する訴えの裁判での答弁薑提出にタイムリミットを設定，情報

の自由化法の適用除外例の一層の詳細化である。全体として規定を詳細化しつつ，情報公開

の方向を一層強化したといえる。

〈関連事項〉「第５５２条(b）

本条は次の事項には適用されない。
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（１）（A)大統領命令によって設けられた基準によって，国防又は対外政策のために秘密にし

ておくことか特に認められ，かつ①）その大統領命令に従って実際に，正当に秘密指定さ

れている事項

（２）専ら，機関の内部の人事規則及び慣行に関係する事項

（３）（本編の５５２ｂ条以外の）制定法か(A)裁量の余地を残さない形でその事項を公衆に

与えないことを要求しているか，または（B)与えないための特定の基準をたてているか，

特定のタイプの与えない事項を示すかしていることによって特に免除されている事項

（４）企業秘密及び何らかの人から入手し，免除を認められ秘密に属する商業上又は金融上の

情報

（５）機関相互の又は機関内の覚書又は書簡でその機関と訴訟中の機関以外の当事者は法的に

入手できない事項

（６）人事及び医療上のファイル及びこれに類するファイルで，その開示によって個人のプラ

イバシーを明らかに不当に侵害するもの

（７）法執行目的のために編集された取調べ記録。ただしこれはその記録の提出か次の場合に

限られる。（A)執行手続を妨害する場合，（B)個人の公正な裁判又は公正な判決を受ける

権利を奪うことになる場合，（C)個人のプライヴァシーの不当な侵害になる場合，①)秘

密の情報源を開示する場合，また犯罪捜査の過程において，犯罪に関する法執行当局又は

法律の認める国家安全保障Ⅱ情報の調査を行う機関が編集した記録にあっては，秘密の情報

源によってだけ提供される秘密･情報を開示することになる場合，（E)取調べの手法及び手

続を開示することになる場合，又は(F)法執行職員の生命又は身体の安全を危くする場合。

（８）金融機関の規制又は監督の責任を負う機関によって又は機関のために又は機関の利用に

供するために作成された検査，運営又は状況についての報告に含まれている事項かそれに

関する事項

（９）井泉に関する地質学的ならびに地球物理学的情報と地図をふくむ資料

（以上解説，引用したプライバシー法，情報の自由法に関する参考文献としては，奥平康弘

「知る権利』岩波，１９７３．３，堀部政男『アクセス権』東大出版，１９７７．７，「世界のプラ

イバシー法」ぎェうせい，１９７８．１１がある。条文については，とくに『世界のプライバシ

ー法」及び「外国の立法」１９７２年７月，１９７６年１月号の訳を参考にした。原文は,OUnited

StatesCode'’１９７６ｅｄ､によった。なおこれら立法の経過については,合衆国では,議会情報の

サービスが大変整備されまた充実している。”ＣＩＳ－Ｉｎｄｅｘ，Ａｂｓｔｒａｃｔ”，『'Ａｎｎｕａｌ

ＣＱＡＬＭＡＮＡＣ''’㈹Ｕ、８．Ｃｏｄｅ，ＣｏｎｇｒｅｓｓｉｏｎａｌａｎｄＡｄｍｉｎｉｓｔｒａｔｉｖｅＮｅｗｓ，，

－５１－



他。いうまでもなく議会のＨｅａｒｉｎｇｓやＲｅｐｏｒｔｓも有力な資料である。

5．政府情報一般についての上述法規か制定される中て，これらと統計活動の関連をとりあげ

る論稿もいくつか現われた。このうち１９６６年の情報の自由法（ＦＯＩＡ）ののち，関連問

題を比較的大きくとりあげ検討した連邦統計に関する大統領委員会（Ｗａｌｌｉｓ委員会）の報

告（１９７１年）についてみれば，ＦＯＩＡによる個人情報開示の可能性の中で，ＦＯＩＡに

対しては批判的立場にたち，秘匿性を保護する法的規制が必要であること，調査にあたって

申告義務の有無を示し，秘匿性の保証も法的基礎をもつ限りにおいて行うこととして誤解の

発生を排除すること，さらにプライバシーと統計に関しての監視委員会を設置すべきことを

となえた。以後の文献も統計調査への国民の協力をる角度から，誤解除去，調査票の秘匿性

保持のためのＦＯＩＡに対抗する立法の必要をうたうものが多かった。（例えばＪ、Ｗ・

Ｄｕｎｃａｎ嵐ＣＯ、ｆｉｄｅｎｔｉａｌｉｔｙａｎｄｔｈｅＦｕｔｕｒｅｏｆｔｈｅＵ．Ｓ・Ｓｔａｔｉｓｔｉｃａｌ

Ｓｙｓｔｅｍ，ＡｍｅｒｉｃａｎＳｔａｔｉｓｔｉｃｉａｎ，Ｍａｙｌ９６７）

6．今回訳出紹介したＡＳＡのこの報告は，以上の経過と背景のもとで，すなわち，情報の自

由法（社会の知る必要）とプライバシー法（プライバシー保護）をどうバランスさせるかが問

題の－焦点となる中で，連邦政府の統計活動と関連立法の関係について調査し勧告を用意し

たものである。そして，これまでの統計関係者による検討と共通して，調査データの秘匿性

保持を中心視角にすえ，したがって情報の自由法に対する批判かより強くでているといえる。

とはいえ，本報告にふくまれている豊富な素材をもとに社会の知る必要とプライバシー保護

のバランスと統計のかかわりは，今後も引続き検討されるべきテーマであろう。

７．以上の訳出と解説には伊藤陽一があたった。

－５２－



統計研究参考資料〃４

１９７９年５月３０日

法政大学日本統計研究所

東京都千代田区富士見２－ｌ７－１

ＴＥＬＯ３－２６４－９４０３，０４

喜多克己

発行所

発行人




